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構成概要 
【地震災害対策計画】 

構 成 名 称 概 要 

総
則 第１章 

地震災害対策の計画的

な推進 

地震災害対策計画は、地震災害全般に関して総合

的な対策を定めたものであり、この計画に基づき事

前の対策を構築して、災害に強い安全・安心なまち

づくりを推進するとともに災害への備えを強固に

し、災害発生時の応急対策活動を迅速かつ的確に実

施することにより、市民の生命、身体及び財産を地

震災害から守ることを目的とします。 

地
震
災
害
予
防
計
画

第２章 
災害に強い組織・人づく

り 

東日本大震災やこれまでの地震災害の教訓から、

災害発生時においても、その被害を最小限におさえ

る「減災」の考えに基づき、人づくり・まちづくり

に、積極的に取り組んでいくことの重要性が明らか

にされています。 

そのため、地震災害予防対策を「２章 ソフト対策」

「３章 ハード対策」「４章 平常時の対策」に区分し、

各章でそれぞれの目的に応じた事前対策を示してい

ます。 

２章では、地域防災力の強化に重点を置き、「自

助・共助」の精神に基づく地域づくりをはじめとし

た、災害に強い組織・人づくりの強化を目的とし、

３章では、道路や公園、避難場所等の防災空間の整

備を推進する等、恒久的に災害に強いまちづくりを

目指します。 

また、４章 平常時の対策においては、災害時の応

急対策活動を有効に機能させることを目的に、応急

対策活動の事前対策、各種活動マニュアルの整備等、

更なる充実を図ることを目的とします。 

第３章 災害に強いまちづくり 

第４章 平常時の対策 

地
震
災
害
応
急
対
策
計
画

第５章 災害時の応急対策活動 

 各種対策の実施には、応急対策活動に関わる全て

の者が一致団結し柔軟に連携しながら、迅速かつ円

滑な活動を行うことが重要です。そのため、各種対

策の実施内容等を明記し、災害により被災しても、

速やかに対応策を講じ、連携した応急対策活動を実

施していくことを目的としています。 

災
害
復
旧
・
復
興
計
画

第６章 復旧・復興対策 

大規模な災害からの復興にあたっては、被災者、

被災地の住民のみならず、市民全体が協力しそれぞ

れの役割を担っていくことが不可欠となります。 

また、復旧の段階から、単なる復旧を行うのでは

なく、未来を見据えた創造的復興を目指していくこ

とが重要です。 

そこで、災害後の迅速な復興対策が推進できるよ

う、あらかじめ復興の考え方や復興対策の内容を整

理し、一日も早く平常の生活に戻ることを目的とし

ます。 
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第１節 計画の方針 

 

第１ 計画の目的 

茅ヶ崎市地域防災計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規

定に基づき、市民の生命、身体及び財産を災害から守ることを目的として、茅ヶ崎市防災

会議が作成するものです。 

地震災害対策計画は、地震災害全般に関して総合的な対策を定めたものであり、この計

画に基づき、事前の対策を推進して、災害に強い安全なまちづくりを進めるとともに、災

害が発生したときの応急対策活動を迅速かつ円滑に実施することにより、市民の生命、身

体及び財産を守ることを目的としています。 

また、各種事前対策や応急対策活動においては、関わる全ての者が連携し、それぞれの

役割を十分に果たし、一致団結して各種対策を実施するものとします。 

第２ 計画の位置づけ  

茅ヶ崎市地域防災計画は、国の「防災基本計画」、「神奈川県地域防災計画」との整合

性、関連性を有した地域防災計画として位置づけられています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 計画の構成 

茅ヶ崎市地域防災計画は、「地震災害対策計画」、「風水害対策計画」、「特殊災害対

策計画」及び「資料編」で構成されています。 

計画の構成 記載内容・範囲 

地震災害対策計画 

○本市の地震災害に対する予防・応急・復旧対策の各計画を示しています。 

○各種被害予測の結果や、平成７年１月１７日に発生した「阪神・淡路大

震災」、平成２３年３月１１日に発生した「東日本大震災」等これまで

の地震災害の教訓を基に、災害状況に応じて、市、防災関係機関、市民

及び企業等の役割や責任を明確にし、とるべき行動を明らかにします。 

○本計画では、地震災害に対する予防・応急対策の各計画及び大規模地震

対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）第６条第１項の規定に基づ

く地震防災強化計画を示し、また、地震防災対策特別措置法に基づく地

震防災緊急事業五箇年計画は、地震災害対策計画を基礎として定めてい

ます。 

風水害対策計画 
○地震災害及び特殊災害を除く、風水害に対する予防・応急・復旧対策の

各計画を示しています。 

特殊災害対策計画 
○地震災害及び風水害を除く、特殊な災害に対する予防・応急対策の各計

画を示しています。 

資料編 
○「地震災害対策計画」、「風水害対策計画」、「特殊災害対策計画」に係る

資料を掲載しています。 

災害対策基本法 

中央防災会議 

神奈川県防災会議 

防災基本計画 

神奈川県地域防災計画 

茅ヶ崎市防災会議 

茅ヶ崎市地域防災計画 
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第２節 茅ヶ崎市の防災ビジョン 

  

第１ 茅ヶ崎市の防災ビジョン 

本市は、関東大震災（大正１２年）をはじめ、地震や台風、集中豪雨等により、度重な

る災害に見舞われてきましたが、先人たちの英知により、道路の整備、河川の改修、下水

道の整備や消防力の強化等に取り組み、「災害に強いまちづくり」に努めてきました。 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、国内最大級のマグニチュード９．０

の地震により、宮城県で最大震度７を観測しました。この地震により発生した大津波は東

北地方から関東地方の太平洋沿岸に襲来し、各地に甚大な被害をもたらしました。 

本市では、震度５弱を観測し、災害対策本部を設置し、避難所の開設・避難者の受け入

れを行いました。市内では、外壁の亀裂やコンクリートブロック塀等の物的被害、一部で

は電気、水道等のライフライン被害が発生し、さらに、３月１４日から始まった計画停電

により、日常生活や企業活動等にも大きな影響を及ぼしました。 

市は、これまでの経験や教訓を踏まえ、ここに、より災害に強いまちづくりを推進する

ため、防災対策の基本方針となる「茅ヶ崎市の防災ビジョン」を定め、応急対策活動に関

わる全ての者が、このビジョンに基づき、ソフト・ハードの両面から種々の防災対策に取

り組んでいきます。 

 

茅ヶ崎市の防災ビジョン 

１ 「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」 

２ 「災害に強いちがさき」 

３ 「広域応援・受援体制の確立」 

４ 「市民と地域の絆で築く共生社会の実現」 

 

１ 「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」 

本市を襲った過去の災害を含め、日本各地で大規模な災害が発生するたびに、市では防

災対策を講じ、災害に強いまちづくりに努めてきました。 

しかし、東日本大震災がもたらした甚大な被害や、変わり果てた三陸海岸沿岸部の状況

は、市の防災体制を根幹から改めて見直す大きな契機となりました。 

また、このような大規模な災害発生時には、行政だけで全市域の消火、救助・救急活動

を行い、避難誘導、避難所開設等を行うことは困難であるということが明らかになりまし

た。 

自然災害は、発生そのものを防ぐことはできませんが、その被害の大きさは、防災体制

のあり方によって大きく異なります。 

災害の被害を最小限におさえるため、「自らの身は自ら守る」という「自助」、また、

「自分たちの地域は自分たちで守る」という「共助」の精神のもと、市民はその自覚を持

ち、平常時から災害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らと地域の安全を守

る行動が必要です。 

また、市は、行政として取り組むべき施策や公共施設の整備、防災関係機関や企業等と

の連携等、「公助」を確実に推進するとともに、自主防災組織や防災リーダーを育成し、

市民の自主的な防災活動を全面的に支援することが必要です。 

このことから、市、防災関係機関、市民及び企業等が、それぞれの役割や責任を明確に

し、応急対策活動に関わる全ての者が連携を図り、柔軟な対応を可能とする組織づくりを

進め、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」を目指します。 

２ 「災害に強いちがさき」 

災害の被害を最小限におさえるため、市は、道路の整備、河川の改修、下水道の整備や

消防力の強化等を推進する必要があります。 
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そのため、市及び防災関係機関は、恒久的に災害に強いまちづくりを目指し、防災機能

を考慮した道路や公園、延焼遮断帯、避難場所、防災上の拠点等といった防災空間の整備

や、建築物の耐震化を促進します。 

また、大規模な災害が発生し、被災した場合にも、速やかに立ち上がり市民が１日も早

く平常の生活を再開できるよう、災害が発生する前から災害発生後の生活や都市の復興対

策について計画的な準備の推進が必要です。 

このことから、市は、災害に強いまちづくりが災害発生後にはそのまま、「復興まちづ

くり」に繋がるよう「被災前からの復興対策」を推進し、恒久的に「災害に強いちがさき」

を目指します。 

３ 「広域応援・受援体制の確立」 

災害発生時は、消火、救助・救急活動等の応急対策活動、復旧・復興対策等において、

市町村単独では対応しきれない事態が考えられます。 

これまでの日本各地での大規模災害発生時においても、行政職員の応援派遣、緊急消防

援助隊や警察、自衛隊、ＤＭＡＴ等の支援活動、また、国内だけではなく海外からのボラ

ンティア活動、支援物資の受け入れが行われました。 

しかし、東日本大震災では、支援が長期にわたるとともに、応援部隊等の受援体制につ

いて十分な準備ができておらず、応援機関の職員の寝食を賄う施設や、限られた人数での

動員、指揮・引継体制について課題が残りました。 

このことから、自治体相互や企業等との災害協定の拡充を図り、活動拠点となる施設と

の連携体制を充実させ、応急対策活動に関わる全ての者が一致団結して効果的な活動を行

えるよう「広域応援・受援体制の確立」を目指します。 

４ 「市民と地域の絆で築く共生社会の実現」 

東日本大震災がもたらした甚大な被害、深い悲しみ、その後も続いた余震や停電・断水

等における不安な体験は、改めて家族・仲間・地域の人々の絆の大切さや、現代社会にお

いて希薄になっているといわれる人間関係の大切さに気づく大きな契機となりました。 

しかし、一方で、長期化した避難所生活や復興対策において、女性をはじめとした地域

生活者の視点が必ずしも十分に取り入れられず、性別による役割分担等が固定化された例

もあり、様々な視点から防災対策を講じる必要性も明らかになりました。 

このことから、恒久的に災害に強く、持続的に発展する防災体制の確立のためには、性

別や年齢、障害の有無、国籍等による問題を感じることなく、平常時から市民一人一人が

お互いの権利を尊重することで、相互理解のもと、共に支え合い、助け合う共生社会の実

現が必要です。 

そのためには、円滑な応急対策活動や避難所運営の実施、未来を見据えた復旧・復興対

策等をはじめとした防災に関する政策や方針決定の場に、誰もが参加・貢献し、多様性を

認めることが重要です。 

市は、この計画の全ての事項を通じて、男女共同参画の視点や地域における生活者の視

点を取り入れ、「市民と地域の絆で築く共生社会の実現」を目指します。 
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第３節 茅ヶ崎市の自然的・社会的条件 

  

第１ 自然的条件 

１ 地形及び地質の状況 

市は神奈川県のほぼ中央南部、相模湾に面し、東は藤沢市、西は相模川をはさんで平塚

市、北は寒川町と隣接しています。 

市域は海岸線から北部に広がり、南部の海岸と中部の平野は沖積層、北部のなだらかな

丘陵地は洪積層の台地となっています。 

北部丘陵地に源流を持つ千ノ川が北東から南西に流れ、寒川町境を流れる小出川と南西

部で合流し、さらに相模川と合流して相模湾に注いでいます。 

(1) 地形概要 

本市の地形は、北部の丘陵地と相模川や小出川周辺の沖積低地、丘陵地から海岸まで広

がる砂丘地帯の３つに大別されます。 

丘陵地は、高座丘陵と呼ばれ、香川・甘沼・赤羽根以北の小出地区に位置しています。

比較的緩やかな丘陵面が広がっていますが、この台地を小出川や駒寄川などが浸食し、芹

沢・行谷・堤・下寺尾などの谷戸をつくり出しています。 

都市開発に伴い、一部の台地は切土され、谷戸は埋め立て等の人工改変により、元の地

形が判別しがたくなっている箇所もあります。 

沖積低地は、自然堤防と後背湿地に大別されます。自然堤防は、河川の洪水時に土砂が

堆積してできた微高地で、河川に沿って平行に形成されています。 

都市化が進行する前は、自然堤防上には小さな集落が列状に立地していました。 

後背湿地は、自然堤防の外側に位置する１～２ｍ程度低い土地であり、洪水時にあふれ

た水が川に戻れずに湿地化した部分です。水田・荒地・沼地でしたが、現在では多くの後

背湿地が埋め立てられて、住宅地や工業地として利用されています。 

砂丘地帯は、北部の丘陵地から海岸線までの約４ｋｍにわたる地域に分布し、東西方向

に６列の砂丘列が確認されています。国道１号・国道１３４号は、この砂丘の頂を結ぶよ

うに走っています。 

茅ヶ崎のシンボル「えぼし岩」のある姥島の誕生は、３００万年前から６００万年前と

いわれています。姥島周辺の地層は茅ヶ崎最古のもので、砂岩層と凝灰岩が縞をなしてい

て、海底に堆積した地層が隆起したものといわれています。昔のえぼし岩は、現在のもの

より先端部分がより烏帽子らしく西へ長く尾を引いていましたが、戦後、米軍の射撃訓練

の標的にされ、その先端部分は焼失してしまいました。 

(2) 地質概要 

丘陵地は、通称赤土と呼ばれる関東ロ－ム層で地表が覆われ、赤羽根から芹沢にかけ約

１０ｍ、県立茅ケ崎北陵高等学校付近では約１５ｍ程度の厚さが確認されています。関東

ローム層の下部には、高座丘陵砂礫層や相模野礫層と呼ばれる砂礫層が堆積しています。 

沖積低地の上部では、自然堤防には砂層が堆積し、後背湿地には粘土層が５～１０ｍ程

度の厚さで分布しています。 

砂丘地帯では砂が堆積し、砂丘高度は相模川西岸で６～９ｍ、茅ヶ崎市で１２ｍ、藤沢

市で２５～３２ｍと西側から東側にかけて高くなっています。砂丘の厚さも４．５～１６

ｍと西から東にかけて厚くなっています。 

２ 位置及び面積 

位置 東経１３９°２４′・北緯３５°２０′ 

面積 ３５．７６ｋｍ２ 

距離 東西 ６．９４ｋｍ、南北 ７．６０ｋｍ 
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第２ 社会的条件 

１ 人口 

本市の人口は、平成３０年○月○日現在○○○，○○○人であり、１ｋｍ２当たりの人

口密度は、およそ○，○○○人です。 

２ 土地利用状況 

本市北部の丘陵地帯の多くは山林と畑で、一部文教用地（文教大学）があります。 

鉄道は、東日本旅客鉄道株式会社東海道本線（以下「ＪＲ東海道線」という。）が市南

部を東西に横切り、茅ヶ崎駅から北西に東日本旅客鉄道株式会社相模線（以下「ＪＲ相模

線」という。）が伸びて市域に北茅ヶ崎駅と香川駅の２つの駅を有しています。 

市中央部と南部は、住居系土地利用がほぼ全域にわたっており、茅ヶ崎駅周辺に商業系、

国道１号沿いと市役所北側、西部の「萩園地区」に工業系があります。 

市西部にみられる工業系は、茅ヶ崎寒川工業団地に至る産業道路沿いに展開しています。 

３ 建物状況 

平成２８年１月１日現在の本市の建物における木造・非木造建物の延床面積をみると、

木造が５，７４６，４３４ｍ２、非木造が４，９５５，５００ｍ２であり、木造率は建物全

体の約５３．７％となっています。（出典「第１０回都市計画基礎調査」（茅ヶ崎市）） 

４ 道路状況 

市内の幹線道路としては、南部の海岸線に国道１３４号、市街地を通る国道１号、ほぼ

市の中央部に新湘南国道及びさがみ縦貫道路が東西に走っています。国道１号以南は、古

くからの市街地であり、地域内の道路は幅員が狭く非常に不整形な道路網を形成していま

す。 
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第４節 被害想定 

  

第１ 地震被害の想定 

県では、平成２６年度に地震被害想定調査を実施しています。なお、県は、国における

新たな地震モデル、想定手法といった被害の想定に関する動向を踏まえ、適時新たな被害

想定調査を実施します。 

市の地震被害想定は、神奈川県地震被害想定調査報告書（平成２７年３月）によるもの

とし、ここでは、一部を抜粋して示しています。 

１ 想定地震 

【検討対象地震一覧】 

想定地震 説明 発生確率 地震のタイプ 

①都心南部直下地震 

 
首都圏付近のフィリピン海プレートと北米プレー

ト境界で、都心南部の直下を震源とするマグニチュ

ード７．３の地震である。東京湾北部地震に替わり、

国が防災対策の主眼を置く地震としており、東京都

をはじめ、県内の大都市にも被害をもたらす地震で

ある。 

30年以内 

70％ 

 

南関東直下 

(プレート境

界型) 

②三浦半島断層群の地

震 
三浦半島断層帯を震源域とするマグニチュード７．

０の地震である。国の地震調査研究推進本部の長期

評価において、国内の主な活断層の中で、今後３０

年以内に地震発生の可能性が高いグループに属す

るとされており、県東部に大きな被害をもたらす活

断層方の地震であるとされている。 

30年以内 

6～11％ 

 

活断層型 

③神奈川県西部地震 神奈川県西部を震源域とするマグニチュード６．７

の地震である。固有の地震活動であるか明確ではな

いものの、歴史的に繰り返し発生していることが知

られており、地震発生の切迫性が指摘されている。 

(過去400年の間

に同クラスの地

震が5回発生) 

未解明だが、

地殻内の浅い

地震として設

定 

④東海地震 

 
駿河トラフを震源域とするマグニチュード８．０の

地震である。大規模地震対策特別措置法で地震発生

の予知が可能とされている地震であり、その切迫性

が指摘されている。 

30年以内 

70％程度(南海

トラフの地震) 

海溝型 

(駿河トラフ) 

⑤南海トラフ巨大地震 

 
南海トラフを震源域とするマグニチュード９．０の

地震である。国が想定する、あらゆる可能性を考慮

した南海トラフの最大クラスの地震であり、南海ト

ラフ巨大地震対策措置法の対象となる地震である。

国の長期評価によると、南海トラフ全域での地震発

生確率が３０年以内に７０％程度であり、切迫性が

指摘されている。 

30年以内 

70％程度(南海

トラフの地震) 

海溝型 

(南海トラフ) 

⑥大正型関東地震 

 
相模トラフを震源域とするマグニチュード８．２の

地震である。１９２３年の大正関東地震を再現した

地震で、県の防災上重要建築物の耐震診断基準とし

て活用されており、国も長期的な防災・減災対策の

対象として考慮している地震である。 

30年以内 

ほぼ0～5％(200

年から400年の

発生間隔) 

海溝型 

(相模トラフ) 

⑦元禄型関東地震 

（参考） 

 

相模トラフから房総半島東側を震源域とするマグ

ニチュード８．５の地震である。１７０３年の元禄

関東を再現した地震で、現実に発生した最大クラス

の地震でもある。 

30年以内 

ほぼ0～0.5％(2

千年から3千年

の発生間隔) 

海溝型 

(相模トラフ) 

⑧相模トラフ沿いの最

大クラスの地震（参考） 

 

元禄型関東地震の震源域に加え関東北部までを震

源域とするマグニチュード８．７の地震である。国

が想定する、あらゆる可能性を考慮した相模トラフ

沿いの最大クラスの地震である。 

30年以内 

ほぼ0～0.5％(2

千年から3千年

あるいはそれ以

上の発生間隔) 

海溝型 

(相模トラフ) 

（平成２７年３月「神奈川県地震被害想定調査報告書」による） 
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２ 想定地震の震源域 
平成２７年３月「地震被害想定調査報告書」による 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 被害想定結果 

(1) 想定条件 

想
定
条
件 

季節 冬 

日 平日 

発生時間 午後６時 

風速 ６．３５２m/s 

風向 北北東 

※風速、風向の観測点は「辻堂」 
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(2) 被害想定結果 

【地震被害想定結果一覧】 

 都心南

部直下

地震 

三浦半

島断層

群の地

震 

神奈川

県西部

地震 

東海地

震 

南海ト

ラフ巨

大地震 

大正型

関東地

震 

元禄関

東地震 

相模トラフ沿

いの最大クラ

スの地震 

規模(マグニチュード) 7.3 7.0 6.7 8 9 8.2 8.5 8.7 

震度ランク 
5 強～

6 弱 

5 強～

6 弱 

5 弱～

5 強 

5 弱～

5 強 

5 弱～

5 強 
6強～7 6強～7 7 

建物被害 
全壊棟数(棟) 210 20 0 ＊ 20 15,950 16,260 18,900 

半壊棟数(棟) 2,630 480 50 100 130 13,400 14,470 13,310 

火災被害 

出火件数(件) ＊ 0 0 0 0 80 80 110 

残出火件数(件) 0 0 0 0 0 50 50 90 

焼失棟数(棟) 0 0 0 0 0 12,000 12,000 20,170 

自力脱出困難者(人) 450 ＊ 0 0 0 2,870 2,870 4,270 

要

配

慮

者 

避 難 者

数(１～

3 日） 

高齢者数(人) 450 80 20 30 30 13,070 13,380 15,520 

要介護 3 以上(人) 100 20 ＊ ＊ ＊ 3,010 3,080 3,570 

避 難 者

数(1 ヶ

月後) 

高齢者数(人) 450 80 ＊ 20 30 10,950 11,010 13,130 

要介護 3 以上(人) 100 20 ＊ ＊ ＊ 2,520 2,530 3,020 

人

的

被

害 

死者数 

(人) 

(津波含む) 10 ＊ 30 ＊ ＊ 940 2,660 2,340 

津波 0 0 30 ＊ ＊ 150 1,870 1,210 

負 傷 者

数(人) 

(津波含む) 380 170 10 40 70 6,020 6,380 7,860 

重傷者数 20 ＊ 0 ＊ ＊ 400 430 560 

エレベーター停止台数(台) 180 350 360 380 270 200 180 180 

ラ

イ

フ

ラ

イ

ン 

電力 停電軒数(軒) 110,670 30 110,670 110,670 110,670 110,670 110,670 110,670 

都市ガス 供給停止件数(件) 0 0 0 0 0 64,950 64,950 64,950 

ＬＰガス 容器被害件数(本) 340 0 0 0 0 440 440 720 

上水道 断水人口(直後)(人) 3,430 120 ＊ ＊ 10 229,410 229,410 233,180 

下水道 機能支障人口(人) 7,040 3,890 1,820 2,420 2,660 24,560 24,560 41,890 

通信 不通回線数(回線) 82,940 20 82,980 82,980 82,990 85,000 85,070 86,300 

避難所避難者

数（人） 

1～３日後(人) 2,920 530 110 190 230 84,960 87,490 102,420 

1 ヶ月後(人) 1,460 260 30 60 80 35,550 35,760 42,640 

帰宅困難者数 
直後(人) 6,390 6,390 6,390 6,390 6,390 6,390 6,390 6,390 

2 日後(人) 0   0   0 6,390 6,390 6,390 

災害廃棄物(万ｔ) 12 2 ＊ ＊ 1 427 435 561 

＊：わずか（計算上０．５以上１０未満） 

（平成２７年３月「神奈川県地震被害想定調査報告書」による） 

第２ 津波被害の想定  

１ 津波浸水予測の検証 

県は、東日本大震災による津波被害を踏まえ、学識者等で構成する「津波浸水想定検討

部会」を設置し、平成２４年３月３０日に新たな津波浸水予測図を公表しました。しかし、

平成２５年１２月に内閣府が設置した「首都直下地震モデル検討会」から最新の科学的知

見が示されたことから、想定外をなくすという考えのもと、平成２７年３月３１日に「津

波防災地域づくりに関する法律」に基づく津波浸水想定を設定し、津波浸水想定図を公表

しました。 
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２ 津波想定 

(1) 新たな津波浸水予測図の地震・津波の考え方 

新たな津波対策においては、平成２３年９月に中央防災会議「東北地方太平洋沖地震

を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」により示された最大クラスの津波対

策の考え方に基づき、将来発生すると予想される津波のレベルを２段階に分け、各種対

策を講じることとされました。 

概ね数百年から千年に１回程度発生する「発生頻度は極めて低いが、発生すれば甚大

な被害をもたらす最大クラスの津波」と、概ね数十年から百数十年に１回程度発生する

「発生頻度は高いものの津波高は低く海岸保全施設等の整備を行う上で検証の対象とす

る津波」に分け、最大クラスの津波については、住民避難を主軸にした対策を構築し、

避難体制の整備を進めていきます。 

(2) 想定地震 

【想定地震一覧表】 

検討対象地震 説 明 
最大津波到達高等 

（茅ヶ崎市） 

①相模トラフ

沿いの海溝型

地震（西側モデ

ル） 

フィリピン海プレートの形状や相模トラフ沿いの海底探査

結果、フィリピン海プレート上面の微小さ地震活動に基づき、

最大クラスの震源断層域の範囲を求めた。東北地方太平洋沖地

震の津波断層モデルを参考に、断層全体の約２割程度を大すべ

り域（平均すべり量の２倍のすべり量）に、そのトラフ軸側（１

０km以浅）に超大すべり域（平均すべり量の４倍のすべり量）

を設定。 

・発生間隔：２千年から３千年若しくはそれ以上 

・前回発生時期：不明 

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高  

８．６ｍ 

最大津波到達時間  

１７分 

②相模トラフ

沿いの海溝型

地震（中央型モ

デル） 

フィリピン海プレートの形状や相模トラフ沿いの海底探査

結果、フィリピン海プレート上面の微小さ地震活動に基づき、

最大クラスの震源断層域の範囲を求めた。東北地方太平洋沖地

震の津波断層モデルを参考に、断層全体の約２割程度を大すべ

り域（平均すべり量の２倍のすべり量）に、そのトラフ軸側（１

０km以浅）に超大すべり域（平均すべり量の４倍のすべり量）

を設定。 

・発生間隔：２千年から３千年若しくはそれ以上 

・前回発生時期：不明 

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高  

９．６ｍ 

最大津波到達時間  

１６分 

③西相模灘地

震 

関東の南方海域のプレート間のカップリングに関する最近

の調査結果より、西相模灘（伊豆半島の東方沖）を震源域とす

る地震。 

・発生間隔：評価なし 

・前回発生時期：不明 

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高 

 １．４ｍ 

最大津波到達時間 

 ４５分 

④大正関東地

震 

相模トラフ沿いの相模湾から房総半島西側の領域を震源域

とする地震。深さはトラフ軸から３０～３５kmまでの範囲。首

都地域の広域にわたり大きな揺れが発生し、神奈川県では津波

高６～８メートルが想定される。 

・発生間隔：２００～４００年  

・前回発生時期：１９２３年 

・今後３０年以内の発生確率：ほぼ０～５％  

最大津波到達高 

 ６．２ｍ 

最大津波到達時間 

５分 

⑤元禄関東地

震 

 相模トラフ沿いの相模湾から房総半島南西沖の領域を震源

域とする地震。深さはトラフ軸から３０～３５kmまでの範囲。

首都地域の広域にわたり大きな揺れが発生し、神奈川県では津

波高１０メートルを超す場合がある。 

・発生間隔：２千年から３千年 

・前回発生時期：１７０３年  

・今後３０年以内の発生確率：０．０％  

最大津波到達高  

７．１ｍ 

最大津波到達時間 

７分 
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検討対象地震 説 明 
最大津波到達高等 

（茅ヶ崎市） 

⑥元禄関東地

震と国府津-松

田断層帯の連

動地震 

可能性がある連動ケースとして、国府津-松田断層帯地震と

元禄関東地震の連動を設定した。  

・発生間隔：評価なし 

・前回発生時期：不明  

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高  

７．１m  

最大津波到達時間 

  ７分 

⑦慶長型地震  

１６０５年の慶長地震は、地震の揺れはあまり大きくなくて

も津波が大きい地震（津波地震）として知られており、痕跡等

の史料は乏しいが、本県沿岸に影響が大きいと考えられる。  

明応型地震よりも沖合の相田（１９８１年）の断層モデルを

もとに、高角正断層として房総沖まで延長し、本県にとって影

響が大きく発生の可能性が考えられる地震として想定した。  

・発生間隔：評価なし 

・前回発生時期：不明  

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高  

７．７ｍ 

最大津波到達時間  

５２分 

⑧明応型地震 

平成２３年度に神奈川県沿岸に影響が大きいと考え、再現で

はなく、発生が想定される地震として設定した県独自モデル。

相田（１９８１）の１４９８年明応倒壊地震の断層モデルを基

に、本県にとって影響が大きく発生の可能性が考えられる地震

として想定した。 

・発生間隔：評価なし 

・前回発生時期：不明  

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高 

 ５．８ｍ 

最大津波到達時間 

 ５０分 

⑨神奈川県西

部地震 

平成２３年度に神奈川県沿岸に影響が大きいと考え、設定し

たモデル。石橋（１９８８）の「西相模湾断裂」に基づく断層

モデルを設定した。県の地域防災計画（平成２４ 

年４月）で発生間隔が７０年として切迫性が指摘され、津波

被害についても想定される地震である。 

・発生間隔：７０年 

・前回発生時期：不明  

・今後３０年以内の発生確率：評価なし  

最大津波到達高 

 ３．５ｍ 

最大津波到達時間 

 １６分 

（平成２７年３月 神奈川県 津波浸水想定図） 
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３ 津波浸水予測図 

茅ヶ崎市津波ハザードマップ（平成２４年６月作成）では、平成２４年３月３０日に

県が示した津波浸水予測図をもとに、本市に甚大な被害をもたらすと予測されている慶長

型地震、元禄型関東地震と神縄・国府津－松田断層帯地震の連動型地震南関東地震の浸

水予測図を重ね合わせ、本市の最大の浸水深・区域を示しています。 

なお、市は、平成２７年３月３１日に神奈川県が示した新たな津波浸水想定図をもと

に、今後津波ハザードマップを改訂します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県で作成した浸水凡例色と、本市で最大となる浸水予測図の浸水凡例色は異なります。 

 

 

 

【慶長型地震】 

 

【元禄型関東地

震と神縄・国府津

－松田断層帯地

震】 

 

【南関東地震】 

県で示した津波浸水予測図（本市に大きな被害を及ぼす想定地震を抜粋） 

浸水予測図を重ね合わせた、本市の最大浸水予測図 
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第３ 火災危険度 

市では、平成２０年度に、本市の地域危険度を測定しました。この調査は、５年ごとに

実施することとなっていることから、平成２５年度に直近の固定資産課税台帳や建物の更

新状況をもとに、建物倒壊危険度、火災危険度、道路閉塞確率及び地区内通過確率の検証

を行いました。 

地域危険度測定は、災害に強いまちづくりを推進していくために、地域の危険性を正し

く理解し、地震への備えを進めるために活用するものです。 

ここでは、平成２５年度 地域危険度測定調査報告「２火災危険度」より一部を抜粋し、

火災危険度を示しています。 

火災危険度とは、建物から出火し、延焼する危険性を測定したもので、この測定結果は、

出火を放置した場合に最終的に焼失する建築群（クラスター）で表しています。（下図） 

 

 

 

※図中の数字は、クラスターを構成する建物数（棟数）を示しています。 

※ＪＲ東海道線以南に比較的、大きなクラスターがあります。 

（平成２０年度 地域危険度測定調査報告（平成２５年度検証）による） 

 

 

 

 

延焼の拡大が想定される

箇所（約２５０棟） 

2,590 
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第４ 液状化の想定 

液状化とは、水分を含んだ砂質土から成る地盤が、地震の震動により揺られて液体のよ

うになり、地盤がその強さを失うことです。これにより、建築物が傾いたり、地盤が沈下

したり泥水が噴き出したりすることがあります。 

東日本大震災では、千葉県や茨城県でも地面の陥没等によりマンホールの浮き上がり現

象や住宅の傾き等の液状化被害が発生しました。 

大正１２年の関東大震災においては、県内では横浜市の低地部や川崎市の多摩川流域、

本市では相模川の河口部において液状化被害が生じた記録があります。 

市では、平成２５年８月に「液状化ハザードマップ」を作成しました。「液状化ハザー

ドマップ」では、地形や人口改変地の有無などから定まる「土地条件」と地質調査成果を

用いた計算により求められる液状化危険度を示す「ＰＬ値」※を組み合わせて評価してい

ます。 

※ＰＬ値（液状化指数）は、水を十分に含んだゆるい砂地盤が強い地震で激しく揺すられた時に起こる、

地域の液状化の可能性を表したものです。 

 

       

 

 

（平成２５年８月 茅ヶ崎市液状化ハザードマップによる） 
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第５節 地震災害対策計画の推進主体とその役割 

 

災害発生時には、市、防災関係機関、市民及び企業等が一致団結して連携した応急対策活動

を行うことが重要です。迅速かつ円滑に応急対策活動を実施するため、それぞれの役割や責任

を明確化し、災害対策基本法に基づいた、協力・支援体制を確立した上で、平常時からの予防

対策、災害時の応急対策活動等、各種対策を実施するものとします。 

第１ 市及び県の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１ 市 

市は、防災の第一義的責任を有する基礎的な自治体として、市域並びに市民の生命、身

体及び財産を災害から保護するため、県、指定地方行政機関、指定公共機関及び公共的団

体等と連携し防災活動を実施します。 

 

(1) 防災組織の整備 

(2) 防災知識の普及及び教育 

(3) 防災訓練の実施 

(4) 防災施設の整備 

(5) 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

(6) 自主防災組織の育成指導 

(7) ボランティアの受入体制の整備 

(8) 消防活動その他の応急措置 

(9) 避難対策 

(10) 災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

(11) 被災者に対する救助及び救護の実施 

(12) 医療救護体制整備のための医療機関との連絡調整 

(13) 応急手当及び看護に関する指導 

(14) 保健衛生に関する指導及び防疫活動 

(15) 医療情報の収集伝達 

(16) 文教対策 

(17) 被害調査及び復旧 

(18) その他の災害応急対策 

(19) その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 

２ 県 

県は、市町村を包括する広域的地方公共団体として、県土並びに県民の生命、身体及び

財産を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公

共的団体及び他の自治体等と連携し防災活動を実施するとともに、市町村及び指定地方公

共機関が処理する防災に関する事務、または業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行

います。 

 

(1) 神奈川県 

ア 防災組織の整備 

イ 市町村及び防災関係機関の防災事務または業務の実施についての総合調整 

ウ  防災知識の普及及び教育 

エ  防災訓練の実施 

オ  防災施設の整備 

カ  防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

キ  災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

ク  緊急輸送の確保 
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ケ  文教対策 

コ  市町村が実施する被災者の救助及び救護の応援 

サ  災害救助法に基づく被災者の救助 

シ  被災施設の復旧 

ス  その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 

(2) 湘南地域県政総合センター（県湘南現地災害対策本部） 

ア  所管区域（市町）、県機関及び関係機関等の被害状況の収集 

イ  現地災害対策本部の構成機関に係る応急対策実施に必要な連絡調整 

ウ  現地災害対策本部の構成機関に対する本部指令の伝達及び情報の収集 

エ  その他必要な災害応急対策 

(3) 藤沢土木事務所（県湘南現地災害対策本部第２土木部） 

ア  防災のための公共土木施設の整備 

イ  管内市域の県管理の道路等の応急対策、緊急輸送道路の確保 

ウ  管内市域の県管理の道路、河川等の被害調査並びに災害復旧 

エ  災害時における管内市域の海岸線の応急対策 

オ  砂防林及び海岸施設の被害調査並びに災害復旧 

(4) 県衛生研究所（県湘南現地災害対策本部第４保健福祉部） 

ア  市の要請に基づく２次避難施設の開設 

(5) 企業庁茅ケ崎水道営業所 

ア  災害時における指定配水池での飲料水の確保 

イ  災害発生の防御及び拡大防止措置 

ウ  被災施設の調査及び復旧 

エ  管内市域の応急給水活動支援 

(6) 茅ケ崎警察署 

ア  被災者の救出救助、避難誘導 

イ  災害関連情報の収集・伝達 

ウ  交通規制、緊急交通路の確保 

エ  行方不明者の捜索、遺体の見分・検視 

オ  犯罪の予防、取り締まり、その他社会秩序の維持 

第２ 防災関係機関の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１ 指定地方行政機関 

指定地方行政機関は、県土並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、

指定公共機関及び他の指定地方公共機関と相互に協力し、防災活動を実施するとともに、

県及び市町村の活動が円滑に行われるよう勧告、指導、助言等の措置をとります。 

 

(1) 農林水産省関東農政局神奈川支局 

ア  農業・農地・農業用施設の被害状況の情報収集及び報告連絡に関すること 

イ  応急用食料・物資の支援に関すること 

ウ  食料の需給・価格動向や食品の表示等に関すること 

エ  輸出証明に関すること 

オ  関係職員の派遣に関すること 

(2) 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署） 

ア  船舶乗組員、臨海施設管理者等に対する海上防災思想の普及 

イ  海上災害及び大規模海難等に関する事故対策訓練の実施 

ウ  船艇、通信施設及び各種資機材等の整備 

エ  港内の状況、船舶交通の状況、港湾等における避難者の状況等に関する情報の収集 

オ  海難救助、排出油の防除等海域における応急対策の実施 

カ  船艇及び航空機による人員または物資の緊急輸送 

キ  船舶交通の整理、指導による海上交通安全の確保 
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ク  海上流出等のおそれのある危険物の保安に関する措置 

ケ  水路の調査、応急標識の設置、水路の保全 

コ  海上における治安の維持 

サ  必要に応じて物資の収用、保管等の処分の実施 

(3) 総務省関東総合通信局 

ア  非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営 

イ  災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸出し 

ウ  非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、周波数等の指

定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等により許認可を行う特例措置（臨機

の措置）の実施 

エ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提 

(4) 財務省関東財務局（横浜財務事務所） 

ア  災害発生時における地方公共団体等に対する国有財産の無償貸付等 

イ  災害時における金融機関等に対する金融上の措置の要請 

ウ  主務省の要請による災害復旧事業費の査定の立会 

エ  地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付 

(5) 東京管区気象台（横浜地方気象台） 

ア  気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表 

イ  気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地振動に限る）及び水象の

予報及び警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説 

ウ  気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備の努力 

エ  地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言 

オ  防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発の努力 

(6) 国土交通省関東地方整備局横浜国道事務所 

ア  防災上必要な教育及び訓練 

イ  災害危険区域の選定 

ウ  災害時における情報の収集及び広報 

エ  災害時における交通確保 

オ  災害時における応急工事 

カ  災害復旧工事の実施 

キ  再度災害防止工事の施工 

(7) 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所 

ア  防災上必要な教育及び訓練 

イ  防災に関する施設及び設備の整備と、平常時及び災害時における関係機関の防災活

動への支援 

ウ 災害危険区域の選定 

エ  水防に関する予報並びに警報の発表及び伝達 

オ  災害に関する情報の収集及び広報 

カ  水防活動の助言 

キ  災害時における応急工事 

ク  災害復旧工事の実施 

ケ  再度災害防止工事の施工 

(8) 国土交通省国土地理院関東地方測量部 

ア  災害時等における地理空間情報の整備・提供 

イ  復旧・復興のための公共測量に関する指導・助言 

ウ  地殻変動の監視 

 

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性または公益性にかんがみ、

自ら防災活動を実施するとともに、県及び市町村の活動が円滑に行われるようその業務



第１章 地震災害対策の計画的な推進 

第５節 地震災害対策計画の推進主体とその役割 

 

17 

に協力します。 

 

(1) 東日本旅客鉄道株式会社横浜支社 

ア  鉄道、軌道施設の設備、保全 

イ  災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 

ウ  災害時の応急輸送対策 

エ  鉄道、軌道関係被害調査及び復旧 

(2) 電信電話機関（東日本電信電話株式会社神奈川事業部、エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ神奈川支店） 

ア  電気通信施設の整備及び点検 

イ  電気通信の特別取り扱い 

ウ  電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

(3) 東京電力パワーグリッド株式会社平塚支社 

ア  電力供給施設の整備及び点検 

イ  災害時における電力供給の確保 

ウ  被災施設の調査及び復旧 

(4) 東京ガス株式会社神奈川西支店 

ア  ガス施設の災害予防措置 

イ  災害発生時の応急対策 

ウ  警戒宣言発令時の応急対策 

(5) 日本赤十字社神奈川県支部 

ア  医療救護 

イ  救援物資の備蓄及び配分 

ウ  災害時の血液製剤の供給 

エ  義援金の受付及び配分 

オ  その他災害救護に必要な業務 

(6) 神奈川中央交通株式会社茅ヶ崎営業所 

ア  被災地の人員輸送の確保 

イ  災害時の応急輸送対策 

(7) 相模川左岸土地改良区事務所 

ア  土地改良施設の整備 

イ  農地湛水の防排除活動 

ウ  農地及び農業施設の被害調査及び復旧 

(8) 一般社団法人神奈川県トラック協会 

ア  災害対策用物資の輸送確保 

イ  災害時の応急輸送対策 

(9) 日本郵便株式会社茅ヶ崎郵便局及び株式会社ゆうちょ銀行茅ヶ崎店 

ア  災害時における郵便業務の確保 

イ  被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

ウ  被災者が差し出す郵便物の料金免除 

エ  被災地あて救助用郵便物の料金免除 

オ  被災者救助団体に対するお年玉郵便葉書等寄付金の配分 

カ  為替貯金、簡易保険及び郵便貯金の非常扱い 

キ  地方公共団体に対する簡易保険、郵便年金積立金の応急融資等の運用管理 

(10) 中日本高速道路株式会社東京支社 

ア  管理道路等（構造物を含む。）の整備及び保全 

イ  管理道路（構造物を含む。）の被害調査及び復旧 

(11) ＫＤＤＩ株式会社南関東総支社 

ア  電気通信施設の整備及び保全 

イ  災害時における電気通信の疎通 
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(12) 日本銀行横浜支店 

ア  銀行券の発行ならびに通貨および金融の調節 

イ  資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

ウ  金融機関の業務運営の確保に係る措置 

エ  金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

オ  各種措置に関する広報 

(13) 公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会 

ア  ＬＰガス消費設備の安全指導の徹底 

イ  応急燃料の確保 

ウ  被災地に対する燃料の供給 

 

３ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、平常時から災害予防体制の整備を図ると

ともに、災害時には災害応急措置を実施します。 

また、市町村その他の防災関係機関の活動に協力します。 

 

(1) さがみ農業協同組合茅ヶ崎支店 

ア  市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

イ  農作物災害応急対策の指導 

ウ  農業生産資材及び農家生活資材の確保及びあっ旋 

エ  被災農家に対する融資または融資のあっ旋 

(2) 茅ヶ崎市漁業協同組合 

ア  市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

イ  被災組合員に対する融資または融資のあっ旋 

ウ  漁船、協同施設の災害応急対策及びその復旧対策 

(3) 茅ヶ崎商工会議所及び商工業関係団体 

ア  市が行う商工業関係被害調査及び応急対策への協力 

イ  救助用物資、復旧資材の確保についての協力 

ウ  災害時における物価安定についての協力 

(4) 一般社団法人茅ヶ崎医師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  救護活動に必要な医薬品及び医療器材の提供 

ウ  防疫その他保健衛生活動の協力 

(5) 一般社団法人茅ヶ崎歯科医師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  遺体の歯形等の調査、分析による身元の確認 

(6) 一般社団法人茅ヶ崎寒川薬剤師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  医薬品の供給 

(7) 金融機関 

ア  被災事業者等に対する資金融資 

(8) 病院等医療施設の管理者 

ア  避難施設の整備及び避難訓練の実施 

イ  災害時における収用者の保護及び誘導 

ウ  災害時における病人等の収容及び保護 

エ  災害時における被災負傷者の治療と助産 

(9) 社会福祉施設の管理者 

ア  避難施設の整備及び避難訓練の実施 

イ  災害時における入所者の保護及び誘導 

(10) 学校法人 
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ア  避難施設の整備及び避難訓練 

イ  災害時における応急教育対策計画の確立と実施 

(11) 社団法人茅ヶ崎建設業協会 

ア  応急対策用資機材及び車両確保の協力 

イ  応急対策に必要な労働力の確保 

(12) 株式会社ジェイコム湘南、株式会社湘南平塚コミュニティ放送（ＦＭ湘南ナパサ）、

藤沢エフエム放送株式会社（レディオ湘南）、湘南リビング新聞社 

ア  災害情報の広報 

(13) 危険物施設及び高圧ガス施設の管理者 

ア  安全管理の徹底 

イ  防護施設の整備 

(14) 社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉協議会 

ア  災害ボランティアセンターの設置及び運営 

イ  災害ボランティアセンターの設置運営訓練 

ウ  災害ボランティア受け入れのための資機材の備蓄 

エ  義援金等の申請 

オ  生活福祉資金の貸付 

 

４ 自衛隊（第４施設群（陸上自衛隊座間駐屯地）） 

自衛隊は、県知事から要請を受けたときは、要請の内容及び自ら収集した情報に基づい

て部隊等の派遣の必要の有無を判断し、部隊等を派遣する等適切な措置を行います。 

また、補完的、例外的な措置として、通信の途絶等により県等と連絡が不可能である場

合において災害の実態に照らし特に緊急を要し、要請を待ついとまがないと認められると

きは、要請を待たないで部隊等を派遣することができます。 

 

(1) 人命または財産の保護のため緊急を有する救助、救援及び応急復旧 

ア  被害状況の把握 

イ  避難者の救助 

ウ  遭難者等の捜索活動 

エ  水防活動及び消防活動 

オ  道路または水路の啓開 

カ  応急医療、救護及び防疫活動 

キ  人員及び物資の緊急輸送 

ク  炊飯及び給水活動 

ケ  緊急物資の無償貸与または譲与 

コ  危険物の保安及び除去 

サ  その他知事が必要と認めるもので自衛隊との協議の整ったもの 

第３ 市民及び自主防災組織の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１ 市民及び自主防災組織 

(1) 「自らの身は、自ら守る」という自主防災の観点から、７日分以上の飲料水・食料の

備蓄や家具転倒防止対策の実施等の予防対策、災害時の家族の連絡体制、行動について

のルールづくり等、市民自らが防災対策を行います。 

(2) 「自分たちの地域は、自分たちで守る」ため、自主防災組織の結成及びその活動への

積極的な参加に努めます。 

(3) 防災訓練、防災研修会や防災講座等（以下「防災研修会等」という。）に積極的に参

加し、習得した防災に関する知識、技能等を災害発生時に発揮できるよう努めます。 

(4) 災害発生時には、地域において相互に協力し、情報の入手、出火の防止、初期消火、

救助・救急、応急手当等に努めるとともに、避難においては、冷静かつ積極的に行動す

るように努めます。 
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(1) 市民 

ア  飲料水、食料及び生活必需物資等の備蓄及び家屋の耐震・安全対策 

イ  出火防止、初期消火活動の協力 

ウ  避難、給食等に際しての隣保協力 

エ  被災者の救助・救急活動の協力 

オ  自主防災組織活動への協力 

カ  その他必要な災害応急対策業務への協力 

(2) 自主防災組織 

ア  防災訓練の実施等平常時における災害に関する予防活動 

イ  被災者の救助・救急等に必要な資機材等の整備 

ウ  出火防止及び初期消火活動 

エ  被災者の救助・救急活動、避難誘導等応急対策活動 

オ  地域における被害情報等の収集、伝達 

カ  警戒宣言が発せられた場合の防災活動 

キ  避難所運営委員会への参画 

ク  その他災害時において特に災害対策本部長等から要請のあった応急活動 

第４ 企業等の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１  企業等 

(1) 日頃から、各企業等が管理する施設及び設備の耐震性の確保や飲料水・食料等の備蓄、

消火、救助・救急のための資機材の整備、さらに、従業員の防災訓練や防災研修会等の

積極的な実施に努めます。 

(2) 防災対策の責任者を定め、災害が発生した場合の従業員の取るべき行動を明確にし、

市民及び自主防災組織と連携して、地域における防災活動に参加するための体制を整備

するよう努めます。 

(3) 災害発生時には、市民及び自主防災組織と連携して、情報の収集及び伝達、消火、救

助・救急、応急手当、避難誘導等を積極的に行うように努めます。 

 

(1) 企業等 

ア  管理する施設及び設備の耐震性の確保 

イ  従業員の飲料水、食料等の備蓄と、消火、救助・救急のための資機材の整備 

ウ  帰宅困難時の企業等における従業員等の保護 

エ  従業員の防災訓練や防災研修会等の実施 

オ  防災対策責任者を定め、災害時の従業員の責務、行動の明確化 

カ  市民及び自主防災組織との連携による地域における防災活動への参加体制の整備 

キ  災害時の市民及び自主防災組織との連携による情報収集及び伝達、消火、救助・救

急、応急手当、避難誘導等の実施 

ク  早期に重要機能を回復し、事業を継続させていくための計画の策定 

ケ  その他、災害時における災害対策活動への協力 

 

第５ 災害予防責任者の責務 

市、県、指定地方行政機関の長、指定公共機関及び指定地方公共機関の長、公共的団体

並びに防災上重要な施設の管理者は、災害対策基本法第４６条から第４９条の３の規定に

基づき、災害予防責任者として法令または各々の防災計画の定めるところによりそれぞれ

の所掌事務または業務について、次の事項に取り組みます。 

ア 災害を予測し、予報し、または災害に関する情報を迅速に伝達するために必要な組織

を整備するとともに、絶えずその改善に努める。 

イ 防災業務計画または地域防災計画を的確かつ円滑に実施するため、防災に関する組織

を整備するとともに、防災に関する事務または業務に従事する職員の配置及び服務の基

準を定める。 
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ウ 他の災害予防責任者と共同して、防災教育の実施に努めるとともに、防災訓練を実施

する。 

エ 災害応急対策または災害復旧に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、もしくは点検

し、または管理する防災に関する施設及び設備を整備、点検する。 

オ 災害応急対策または災害復旧の実施に際し他の者の応援を受け、または他の者を応援

することを必要とする事態に備え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓練の実施

その他円滑に他の者の応援を受け、または応援するために必要な措置を講ずるよう努め

る。 

カ 災害応急対策または災害復旧の実施に際し物資供給事業者等の協力を得ることを必要

とする事態に備え、協定の締結その他円滑に物資供給事業者等の協力を得るために必要

な措置を講ずるよう努める。 

キ 要配慮者の生命または身体を災害から保護するために必要な措置を講ずる。 

ク その他、災害が発生した場合における災害応急対策の実施の支障となるべき状態等を

改善する。   
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第６節 防災組織の充実 

市、県及び防災関係機関は、総合的な防災体制の確立のため、防災会議等の防災上重要な組

織を整備し、相互の連携強化を図ります。 

第１ 市の防災組織 

１ 茅ヶ崎市防災会議 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第１６条 

(2) 所掌事務 

ア  茅ヶ崎市地域防災計画を作成し、その実施の推進 

イ 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項の審議 

ウ イの重要事項に関する市長への意見 

エ  その他、法律またはこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 (3) 組織 

２ 茅ヶ崎市災害対策本部 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第２３条の２ 

(2) 所掌事務 

茅ヶ崎市地域防災計画の定めるところにより、必要に応じ防災関係機関と連携し、次

の事務を行います。 

ア  市域に係る災害に関する情報の収集 

イ  市域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成、

並びに当該方針に沿った災害予防及び災害応急対策の実施 

(3) 組織 
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３ 茅ヶ崎市地震災害警戒本部 

(1) 設置の根拠 

大規模地震対策特別措置法第１６条 

(2) 所掌事務 

ア  市域に係る地震防災応急対策等の実施 

イ  その他法令に基づく権限に属する事務 

(3) 組織 

第２  防災関係機関の防災組織 

市域を所管し、または市内にある防災関係機関は、災害対策基本法第４７条の規定に基

づき、防災計画または防災業務計画の円滑な実施のため、防災組織の充実に取り組みます。 

第３  自主防災組織 

１ 設置の目的 

災害対策基本法第５条の規定に基づき、市は自治会等を単位として昭和５４年から自主

防災組織の育成を進めています。自主防災組織は、地域住民が「自分たちの地域は自分た

ちで守る」という自覚、連帯感に基づき、自主的に結成するものです。 

２ 組織 

自主防災組織がその機能を十分に発揮するためには、あらかじめ組織の編成を定めてお

きます。なお、組織の編成にあたっては、地域住民相互の連携のもとに活動することが必

要とされることから、地域住民が連帯感をもてるような組織を編成し、消防団や地域内の

企業等の防災組織と連携を密にします。 

また、自主防災組織を運営していくうえで基本的な事項については、規約を設けて明確

にします。規約に基づいて防災計画を作成し、自主防災組織における平常時及び災害時の

活動内容を策定します。 

３  防災リーダー 

防災リーダーは、地域の防災活動において中心的な活動を行うとともに、自主防災組織

会長を補佐する立場として、平常時には防災知識の普及・啓発、防災訓練での指導者とし

ての役割を担い、災害時には地域のとりまとめ役として活動します。 

また、防災リーダーの活動は、「自らの身は自らが守る」「自分たちの地域は自分たち

で守る」という「自助・共助」の精神に基づくボランティア活動にあたります。 
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第７節 地震災害対策計画の推進管理 

第１ 地震災害対策計画策定のための条件 

地震発生の切迫性は、想定する地震によって、いつ発生してもおかしくないとされてい

るものから、今後１００年以上は発生が見込まれないものまで、幅があります。また、地

震災害対策は、災害に強い組織・人づくりやまちづくりの推進、災害発生に備えた平常時

の対策、災害時の応急対策、さらには、復旧・復興対策まで、幅広い対策を継続的に進め

ていく必要があります。 

そこで、短期的には地震災害による被害の軽減に効果的な対策等を優先的に進め、中・

長期的には構造物が壊れない、壊れても人を傷つけないまちづくりを目指します。 

１ 短期的目標（５か年以内） 

災害の発生に備えた、災害に強い組織・人づくりの推進、平常時の対策の充実を図ると

ともに、住宅・建築物等の耐震化や家具の転倒防止対策等の地震による被害を軽減する効

果の高い対策を中心に進めます。 

２ 中・長期的目標（５か年超） 

市の防災力の更なる向上を図るため、地震に関する調査研究及び地震災害対策を取り巻

く社会状況の変化や、地震関連制度等の動向を踏まえ、災害に強い組織・人づくりや平常

時の対策の一層の充実を図るとともに、災害に強いまちづくりの取り組みを進めます。 

第２ 計画の着実な推進 

この計画を推進するためには、市、防災関係機関、市民及び企業等が連携し、対策に取

り組んでいく必要があります。そこで、地域社会の実情、各種対策の実効性等を点検しな

がら、市の防災対策の基本方針となる「防災ビジョン」を踏まえ、緊急度の高いものから

優先的かつ重点的に実施していきます。 

第３  計画の点検と充実 

市は、この計画を推進するにあたり、災害対策基本法第４２条第１項の規定に基づき、

毎年点検を行い、計画の進捗状況を把握しながら、必要があると認めるときは、県及び防

災関係機関と調整のもと修正し、市の実情に合った防災対策のより一層の充実を図ります。 
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第８節 東日本大震災の教訓と継承 

東日本大震災では、国内観測史上最大のマグニチュード９．０という巨大地震とそれにより

引き起こされた巨大津波により、甚大な被害が発生しました。 

この地震と津波は、同時に原発事故を引き起こし、過去に経験したことのないような広域的

な複合災害をもたらしました。 

本計画では、東日本大震災の経験と教訓をいつまでも忘れることなく、市、防災関係機関、

市民及び企業等それぞれの絆を深め、一致団結して安全で安心なまちづくりを推進していくた

め、次の事項を中心に、教訓の発信と継承のための取り組みを明示します。 

第１ 「自助・共助」の重要性 

東日本大震災では、被災自治体の対応機能が喪失したため、発災初動期における「自助」

や「共助」の重要性が改めて認識されました。 

災害発生時の被害を防止し、または軽減するためには、市民一人一人の自覚に根ざした

「自助」、身近な地域住民同士による「共助」が重要であり、地域における「自助・共助」

の取り組みを推進していく必要があります。 

第２ 津波対策 

東日本大震災の巨大津波は、津波防御施設として十分な機能を誇る強力な堤防までも乗

り越え、海岸保全施設や街を破壊し、多くの尊い命を奪いました。 

このような巨大津波対策は、海岸保全施設の整備等のハード対策だけでは防ぎきれず、

住民避難を主軸とした避難対策をはじめ、市民の自助及び地域の共助による日頃からの取

り組みが重要となります。 

市は、津波警報や大津波警報等が発表された際の市民への情報伝達を確立するとともに、

避難所や津波一時退避場所の拡充、ハザードマップの整備、実践的な避難訓練を実施し、

津波避難に対する意識の啓発を図る必要があります。 

第３  帰宅困難者対策 

東日本大震災では、都内で鉄道等公共交通機関が運行停止となり、多数の帰宅困難者が

まちにあふれ、駅やその周辺には多くの人が滞留する等の混乱が発生し、主要道路は、帰

宅者の車等により大渋滞が起こり、交通機能が滞りました。 

また、本市においても、ＪＲ東海道線やＪＲ相模線の運行停止により、約６００人の帰

宅困難者が発生しました。 

平成２１年の神奈川県地震被害想定調査報告書では、県内で最大７０万人を超える帰宅

困難者が発生すると想定しており、本市でも８，０００人を超える帰宅困難者が生じるも

のと想定しています。 

このような想定から、企業等は、帰宅困難者対策として、一斉帰宅の抑制を徹底し、飲

料水、食料等の備蓄の充実を図る必要があります。 

また、市は、帰宅困難者に対する情報の提供や、家族の安否確認に対する支援、一時滞

在施設の提供等、様々な対策が必要となります。 

第４ 燃料対策 

東日本大震災では、ガソリンや自家発電設備等の燃料が不足し、市民の生活や事業活動

に大きな影響が生じました。 

市は、災害時における燃料の供給に関する仕組みを見直し、体制を整備する必要があり

ます。 

第５ 男女共同参画の視点への配慮 

東日本大震災では、長期にわたる避難所生活において、災害時における男女のニーズの

違い等、男女共同参画の視点に配慮して運営していくことの重要性が明らかになりました。 
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市は、災害時に男女がともに支え合い、助け合える地域づくりを行うとともに、防災計

画の策定や各種マニュアル作成の過程において、男女共同参画の視点を最大限に反映でき

る環境を整備します。 

第６  災害廃棄物対策 

東日本大震災では、津波により多くの建物が倒壊し、道路や住宅の跡地にはがれきが山

積する等、宮城・岩手・福島の東北３県で約２，８００万トン（平成２６年２月末日現在）

の災害廃棄物が発生しました。 

市は、災害発生時に生じる家屋やブロック塀等の倒壊による緊急輸送道路等の応急復旧

体制を整えるとともに、大量の災害廃棄物の発生時には、市・県域を越えた広域処理体制

の確立に備える必要があります。 

第７ 復旧・復興対策 

東日本大震災では、被災者・被災地のみならず、被災をしていない県・市町村との連携

のもとで、それぞれの役割を担っていくことが不可欠であるとともに、復旧の段階から、

単なる復旧ではなく、未来に向けた創造的復興を目指していくことが認識されました。 

市は、広域応援の受援体制を整備し、ボランティア活動の効果的な支援を行い、一日も

早く平常の生活や都市活動が再開できることを目的に、速やかな復興体制を整備する必要

があります。 

市は、東日本大震災のこれらの教訓を踏まえ、市、防災関係機関、市民及び企業等が一

体となり、更なる防災力の強化を目指し、地震災害対策の計画的な推進を図るものとしま

す。 
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第１節 復興体制の整備 

 

大規模災害からの復興にあたっては、単なる復旧ではなく未来に向けた創造的復興を目指し

ていくことが必要です。 

本章は、あらかじめ復興の考え方や復興対策の内容を整理し、災害後の迅速な復興対策が推

進できるよう地域防災計画に位置づけたものです。 

市は、国や県との調整、防災関係機関との連携を図りながら、一日も早く平常の都市活動が

再開できることを目的に、市民の合意を得ながら、速やかに策定推進できる体制づくりに努め

るとともに、復興対策を構築する上では、あらゆる地域生活者の視点、男女共同参画の視点に

配慮するよう務めます。 

第１ 復興に係る庁内組織の設置 企画部、都市部 

市は、復興に係わる総合的措置を講じ、速やかな復興を図るために、復興に関する事務

等を行う組織（復興対策本部）を庁内に設置するとともに、当該本部内における復興計画

の策定を進める担当部において、復興計画作成の方針の検討、復興計画に係る庁内原案の

作成、既存計画（施策）との整合性の確保、庁内各部の調整を行います。 

第２ 人的資源の確保 総務部 

本格的な復旧作業及び復興事業の実施のためには、通常業務に加えて膨大な事務執行が

長期間にわたり必要になりますが、職員が被災することによる減員等により、特定の分野

や職種において人員不足が予測されます。 

このため、特に人材を必要とする部門については、関係部局と協議・調整し、迅速かつ

的確に人員配置を行うとともに、必要に応じ臨時職員等の任用を行います。 

１ 派遣職員の受け入れ 

不足する職員を補うため、地方自治法、災害対策基本法、協定等に基づき、職員の派遣、

またはあっ旋の要請を行い、職員を受け入れます。 

２ 専門家の支援の受け入れ 

災害後は、土地の測量、登記、建築、不動産評価等の土地に関する法律的な問題等、さ

まざまな問題が発生し、専門的なサービスの提供が求められることが予想されます。そこ

で、県による「大規模災害時における相談業務の応援に関する協定」に基づき、神奈川県

大規模災害対策士業連絡協議会に対して、市が開催する相談業務に従事する者の派遣を要

請し、弁護士、司法書士、建築士、不動産鑑定士、税理士等の専門家の支援を受け入れま

す。 
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第２節 被災状況の調査 

  

第１ 復興に関する調査 企画部、財務部、市民安全部、経済部、都市部、建設部、下水

道河川部、消防部 

１ 市街地及び都市基盤施設の復旧・復興の基本方向を決定するための調査 

(1) 建築物の被災状況に関する調査の実施 

市は、応急復旧対策・復興対策を効果的に行うために、被災地全体の全壊、半壊とい

った建築物の被災状況の概要調査を行います。 

(2) 都市基盤施設被害状況調査の実施 

施設管理者は、応急復旧対策・復興対策を的確に行うために、被災地全体のライフラ

イン施設、交通施設等の都市基盤施設の被害調査を行います。 

(3) 応急住宅対策に関する調査の実施 

応急仮設住宅等の住宅対策について、迅速な意思決定や適切かつ計画的な住宅供給を

行うための調査を行います。 

市は、全壊・焼失・半壊建物数及びデータ、被災者数及びその分布等のデータを活用

し、必要とされる応急仮設住宅の戸数、市営住宅の戸数の概要、全壊・焼失・半壊した

住宅が数多く存在する地域等を把握し、県に報告します。 

２ 復興計画の作成及び復興計画を実施するための調査 

(1) 市街地復興に係わる調査の実施 

市は、市街地復興を行っていくために、その事業対象地の被災状況を十分に把握する

ことが必要となるので、全壊・焼失・半壊建築物数及びデータ等を基に、市街地復興を

行う必要性が高い地区を特定し、特定された地区について、従前の権利関係等も含め綿

密な調査を行います。 

(2) 生活再建支援に係わる調査 

ア り災証明書の根拠となる住宅の被災状況調査の実施 

市は、災害見舞金等を支給するために、り災証明書が必要となるため、全壊・焼失・

半壊建築物数及びデータ等を基に、り災証明書の根拠となる住宅の被災状況を把握す

るとともに、情報が不足している地域等については、補足調査を行います。 

イ 死亡者数、負傷者数及び行方不明者数等に関する調査の実施 

市は、応急対策として行う遺体捜索結果等から死亡者数、災害による負傷者数や負

傷の内容についても調査し把握します。 

また、災害状況や市民からの安否情報等をもとに、行方不明者数を把握します。 

ウ 災害による離職者数についての調査の実施 

市は、地域経済の被災状況を把握するとともに、災害による事業停止等による離職

者数や離職者の特性等について、調査を行います。 

(3) 地域経済の復興施策に係わる調査の実施 

被災地全体の概要の把握や、特に中小企業の工場や商店街の商店等の被災状況等は、

生活再建支援策と密接に関連するため、可能な限り綿密に調査を行います。 

ア 物的被害状況調査 

市は、災害直後の緊急対応及び復興に向けての施策を検討するために、業種別・規

模別被害額や工場・商店等の全壊・焼失数等について、調査を行います。 

イ 地域への影響の把握 

市は、産業基盤施設の被災状況や事業者の物的被害状況等を調査し、操業停止期間

等を把握します。 
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【被害状況調査の概要フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ り災証明書等の交付 財務部、消防部 

１ 証明の範囲 

災害対策基本法第２条第１号に規定する災害により被害を生じた建物等について、必要

な事項の証明を行います。 

(1) 建物被害 

ア 全壊・大規模半壊・半壊・一部損壊 

 

○地域別被災状況の概要 

被災状況の概要調査 

【被災直後】 

 

○全壊・焼失・半壊建築物数 

○建築物へ立ち入ることの危険性 

建築物に関する調査 

 

○死者数・負傷者数及びその居住地 

人的被害に関する調査 

 

○土木建造物・ライフライン・交通

施設の被災状況 

都市基盤に関する調査 

【被災後１日～】 

調査で把握すべきデータ及び項目 

地域全体の被災状況の概要

把握 

市街地・都市基盤施設の復

旧・復興の基本方向の決定 

建築物への立ち入り可否の

判断 

応急住宅対策計画の作成及

び実施 

り災証明書の交付及び災害

見舞金の支給 

災害弔慰金の支給 

建築物の継続使用可否の判

断 

災害廃棄物等の発生量の把

握 

経済復興施策の実施 

市街地復興施策の実施 

 

○避難者数及びその分布 

○死亡者の遺族の所在地 

人的被害に関する調査 

 

○全壊・焼失・半壊建築物数 

○建築物の継続使用の危険性 

建築物に関する調査 

【被災後３日～】 

【被災後５日～】 

 

○業種別・規模別被害額等 

○失業者数及びその居住地 

 

経済的被害に関する調

査 

 

○土地・建物に関する従前の権利関

係 

市街地に関する調査 

 

○被災者の仮設住宅・公営住宅の入

居の意向 

仮設住宅等に関する調

査 

調査の用途 
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イ 全焼・半焼・部分焼 

ウ 流失・床上浸水・床下浸水 

２ 被害の判定基準 

被害認定は、内閣府「災害の被害認定基準」等に基づき市が行います。 

 
全壊 

半壊 

大規模半壊 その他 

①損壊基準判定 

 住家の損壊、焼失、流失した部分の床面

積の延べ床面積に占める損壊割合 

７０％以上 
５０％以上 

７０％未満 

２０％以上 

５０％未満 

②損害基準判定 

住家の主要な構成要素の経済的被害の住

家全体に占める損害割合 

５０％以上 
４０％以上 

５０％未満 

２０％以上 

４０％未満 

 

３ 被害認定調査活動 

市は、具体的な調査方法及び判定方法は、内閣府「災害に係る住家の被害認定基準運用

指針」等に基づき判定します。 

(1) 周知・広報 

被害認定調査活動を行うにあたっては、避難所等での周知及び市域での広報を行い、

被災者に対する正確な情報提供を行います。 

また、応急危険度判定調査との混在について、被災者の精神的負担を考慮し、的確に

目的を伝え、調査を行います。 

(2) 被害認定調査 

  

 

 

 

 

(3) 調査にあたっては、被災者からの情報提供等を受ける等、調査に際しての事前状況を

把握した上で実施します。 

４ り災証明書の交付 

り災証明書は、被災者からの申請に基づき市長または消防署長が交付します。 

(1) 建物等の被害調査 

市は、建物等の被害調査を計画し、調査員を確保し、被災地域の写真の撮影及び目視・

聞取り調査を実施します。 

(2) り災台帳 

建物等の被害調査結果等を基にり災台帳を作成し、り災証明書の証明内容の確認台帳

とします。 

(3) り災証明書の交付 

被災者からり災証明書の交付申請があったときは、り災台帳に基づき、交付します。 

(4) 再調査の申し出 

被災者は、り災証明書の内容に不服があった場合は、再調査を申し出ることができる

ものとします。申し出があった建物に対し、迅速に調査を実施し、り災証明書を交付し

ます。 

５ り災証明書の交付に関する広報 

り災証明書の交付は、臨時広報紙、避難所の掲示板、報道機関等を通じ、被災者に周知

徹底します。 

 

 

  

第１次調査 

外観目視調査の実施 

第２次調査 

外観目視調査及び内部 

立入調査（申請者立会） 

再調査 

不服の内容を精査した

上で状況に応じて再調

査を実施 
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第３節 生活再建支援対策 

  

第１ 災害相談対策 企画部、市民安全部 

１ 災害相談の実施 

市は、災害により被害を受けた市民の生活上の不安等の解消を図るため、相談業務を実

施します。 

２ 臨時災害相談所の開設 

市は、必要に応じて臨時災害相談所を設置し、市民の相談を受け、苦情、要望等を聞き

取り、速やかに関係部局及び関係機関と連携して早期解決に努めます。 

３ 臨時災害相談所の規模等 

相談所の箇所数及び人員は、災害の規模や現地の状況により決定します。 

相談所では、被災者救護を実施する各部局及び関係機関の職員が相談員として常駐する

とともに、弁護士会等の関係団体に協力を要請し、各種相談に応じます。 

４ 相談業務の内容 

(1) 行方不明者に関すること 

(2) 被災者の住居に関すること 

(3) 被災者の生活資金に関すること 

(4) 被災事業者の資金に関すること 

(5) 市民生活に関すること 

(6) その他 

５ 情報提供 

市は、企業等と連携を図り、法制度、金融機関、生命保険、損害保険、地震保険等、被

災地域の必要な生活関連情報や支援等を整理し、ホームページや広報紙を利用して市民に

提供します。 

 

第２ 被災者台帳の作成及び活用  

１ 被災者台帳の作成 

市長は、災害が発生した場合、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要が

あると認めるときは、被災者の援護を実施するための基礎とする「被災者台帳」を作成す

るものとする。 

被災者台帳には、災害対策基本法第９０条の３第２項に基づき、被災者に関する次に掲

げる事項を記載し、又は記録するものとします。 

(1) 氏名 

(2) 生年月日 

(3) 性別 

(4) 住所又は居所 

(5) 住家の被害その他の被害の状況 

(6) 援護の実施の状況 

(7) 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

(8) 前各号に掲げるもののほか、災害対策基本法施行規則第８条の５で定める事項 

市長は、被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者

に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができるものとします。 

市長は、被災者台帳の作成のため必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長そ

の他の者に対して、被災者に関する情報の提供を求めることができるものとします。 

２ 台帳情報の利用及び提供 

市長は、次のいずれかに該当すると認めるときは、災害対策基本法第９０条の４及び災

害対策基本法施行規則第８条の６に基づき被災者台帳に記載し、又は記録された情報（以

下「台帳情報」という。）を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のた
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めに自ら利用し、又は提供することができるものとします。 

(1) 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき 

(2) 市が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき 

(3) 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、

被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき 

第３ 被災者の安否情報の提供 総務部 

市は、被災者の安否情報について家族又は親族等から照会があった時には、災害対策基

本法第８６条の１５に基づき回答するよう努めます。 

なお、回答の際は被災者や第三者の利益を侵害しないように配慮するほか、照会に対し

て適切に回答し、又は備えるため、必要な限度で当該情報を利用するものとします。 

また、必要に応じて関係自治体、警察等に対して、被災者に関する情報提供を求めます。 

第４ 生活再建支援策 各項目参照 

生活再建支援策は、大きく復興に係わる応急対策と一般の生活再建支援策に分けられ、

それぞれの施策ごとに、具体的な実施内容を定めます。 

【生活再建支援策のフロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 復興に係わる応急対策 
(1) 災害廃棄物等の処理 環境部 

市は、災害廃棄物等の処理を行うための体制を確立するとともに、計画的な収集・処

分を図ります。 
(2) 応急仮設住宅等の供給 都市部、建設部 

市は、応急仮設住宅等の供給、市営住宅等の空き家の活用等により、当分の間の生活

の支援、居住の安全を確保するとともに、市営住宅等への一時入居を行います。 

２ 一般の生活再建支援策 
(1) 住宅・宅地の供給及び住宅再建支援 都市部、建設部 

市は、建築物の被災状況調査による継続使用の可否、住宅復興に関する情報の提供、

あるいは、被災者の住宅対策として、自己再建の支援等を行います。 
(2) 被災者の経済的再建支援 財務部、福祉部、会計部、市社会福祉協議会 

ア 被災者生活再建支援金の支給 

市は、被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）に基づき、自然災害によ

り生活基盤に著しい被害を受け、経済的理由等によって自立して生活を再建すること

が困難となった世帯に対して、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用し

て、最高３００万円の被災者生活再建支援金を支給し、支給申請等に係る窓口業務を

行います。 

また、県は、これを受けて、被災者生活再建支援金支給に関する事務を行います。 

イ 災害弔慰金・災害障害見舞金の支給 

市は、災害による死亡者の遺族に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４

８年法律８２号。以下「弔慰金法」という。）及び同法施行令（昭和４８年制令３７

４号）の規定に基づく茅ヶ崎市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第

 生活再建支援策 １ 復興に係わる応急対策 (1) 災害廃棄物等の処理 

(2) 応急仮設住宅等の供給 

(1) 住宅・宅地の供給、住宅再建支援策 

(2) 被災者に対する経済的再建支援 

(3) 精神的支援 

(4) 避難行動要支援者を対象とした支

２ 一般の生活再建支援策 
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２３号。以下「弔慰金条例」という。）の定めるところにより、災害弔慰金を支給し

ます。 

また、災害により精神的または身体に著しい障害を受けた者に対しては、弔慰金条

例に基づく災害障害見舞金を支給します。 

ウ 災害援護資金、生活福祉資金の貸付 

市は、災害により家屋等に被害を受けた世帯主に対し、生活の立て直し、自立助長

の資金として、災害救助法が適用された災害では、弔慰金条例に従って、災害援護資

金の貸し付けを行います。 

市社会福祉協議会は、同法の適用に至らない小規模災害時には、「生活福祉資金貸

付制度要綱」に基づく生活福祉資金を、低所得者世帯を対象に貸し付けます。 

エ 災害見舞金等の支給 

市は、災害により被害を受けた市民に対し、茅ヶ崎市災害見舞金等支給要綱に基づ

き、災害見舞金または弔慰金を支給します。 

オ 義援金の受け入れ及び配分 

(ｱ) 特定義援金の受け入れ 

茅ヶ崎市または茅ヶ崎市長等、本市を特定して寄託された義援金（以下「特定義

援金」という。）については、財務部及び会計班が受け入れ、状況に応じて適切な

方法により一時的に保管します。 

また、特定義援金の寄託を受けた場合は、原則として寄託者に受領証を発行する

とともに、その記録、整理を行います。 

(ｲ) その他の義援金の受け入れ 

県は、義援金の受け入れ、配分に関して、市、日本赤十字社神奈川県支部、神奈

川県共同募金会等と義援金の募集、配分に関する委員会を組織し、適切な受け入れ、

配分を行います。 

カ 義援物資の受け入れ及び配分 

(ｱ) 民間企業や自治体等からの義援物資 

市は、関係機関等の協力を得ながら、国民、企業等からの義援物資について、受

け入れを希望するもの及び希望しないものを把握します。県及び市は、その内容の

リスト及び送り先を国民に対して公表し、周知等を図るものとします。 

また、現地の需給状況を勘案し、同リストを逐次改訂するものとし、これを活用

し、物資の配分を行います。 

(ｲ) 個人等からの小口義援物資 

市は、個人等からの小口の義援物資については、原則受け入れないこととし、そ

の方針について周知するものとします。 

なお、周知にあたっては、記者発表や県及び市のホームページへの掲載のほか、

報道機関による情報提供を行います。 

キ 生活保護 

被災による生活環境の変化から、新たな要保護者の発生が予想されるので、申請漏

れが生じないよう、市は、相談窓口の設置等により、生活保護制度の周知を行います。 

また、被災の状況によっては、申請そのものが困難な場合も考えられるため、積極

的に情報を収集して、要保護者の把握に努めます。 

ク 税の減免等 

市は、被災者の生活再建を支援するため、個人住民税、軽自動車税、固定資産税等

の市税について、申告期限・納期等の延長、減免等の納税緩和措置について検討しま

す。 

ケ 社会保険関連 

市は、国民健康保険、介護保険等、社会保険関連の特例措置を実施します。 
(3) 精神的支援 文化生涯学習部、福祉部、保健所部 

ア 被災者の精神的な後遺症に関する相談室の設置及び訪問相談等の実施 

市は、被災を体験したことにより、精神的に不安定になっている被災者に対し、専
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用電話等を設け、医師、保健師、ソーシャルワーカー等が心の相談に応じるとともに、

必要に応じ訪問相談を行います。 

イ 被災者の精神保健活動支援のための拠点の設置 

市は、被災者のＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等に長期的に対応すること、被

災精神障害者の地域での生活支援を目的に、被災者の精神保健活動支援のための拠点を

設置し、地域に根ざした精神保健活動を行います。 

ウ 男女共同参画の視点に配慮した精神的支援 

市は、避難所や仮設住宅で生活する被災者が抱える多様な悩みに対応するため、男性

及び女性に対する相談体制を整備するとともに、必要な支援及び助言を行います。 

あわせて、男女が気兼ねなく集まれる機会を設ける等、男女が共に助け合い、精神的

負担を緩和し、１日も早く平常な生活を再開できるよう支援を行います。 
(4) 避難行動要支援者及び要配慮者を対象とした支援 文化生涯学習部、福祉部、保健 
 所部 
ア 高齢者・障害者等への支援の実施 

市は、高齢者、障害者等の避難行動要支援者の被災状況を把握し、ホームヘルプサ

ービスや、ショートステイ等の在宅サービスの実施、入所施設等への受け入れ、福

祉ボランティアの確保等を実施します。 

イ 外国人被災者への支援の実施 

(ｱ) 日本語を話せない外国人への生活情報の発信 

市は、日本語を理解できない外国人被災者に対し、情報を入手できるよう、仮設

住宅、義援金など各種交付金の手続きといった生活情報を、やさしい日本語による

発信に加え、多言語で発信します。 

(ｲ) 外国人相談窓口の設置 

市は、外国人の相談窓口を設置し、帰国手続き、り災証明書、義援金等金銭給付、

就労・労働、住宅等に関する相談を受けます。 

また、ボランティア等を活用し、可能な限り母国語で相談に応じることができる

よう体制を整備します。 
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第４節 復興対策 

第１ 復興計画の策定 企画部、都市部 

市は、大規模災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な被害が生じた場合には、

被災地の再建は高度かつ複雑な大規模事業になることから、これを速やかに実施し、多く

の関係機関の諸事業を調整しつつ計画的に復興を推進していくため、復興計画を策定しま

す。 

１ 復興計画で規定すべき事項 

復興では、被災者の生活再建を支援し、施設のより一層の安全性の向上を図るとともに、

地域復興のための基礎的な条件づくりを行うことが必要とされ、復興計画とは、これらの

基本的な課題を達成するための計画であり、これらの課題に応えるための施策体系が必要

です。 

また、復興施策や復興事業は広範囲な分野にわたり、内容も複雑多岐に及ぶので、多く

の復興施策や復興事業のうち、何を優先実行していくのかを明確に示す必要があります。 

具体的には、復興計画において規定する事項は、次のとおりです。 

(1) 復興に関する基本理念 

(2) 復興の基本目標 

(3) 復興の方向性 

(4) 復興の目標年 

(5) 復興計画の対象地域 

(6) 個々の復興施策の体系（被災市街地・都市基盤等の復興計画、被災者の生活再建支援

計画、地域経済復興支援計画等） 

(7) 復興施策や復興事業の推進方策 

(8) 復興施策や復興事業の優先順位 

２ 地域と市民の絆で築く復興計画 

市は、被災者が復興への意欲を持ち、共感を持てるような将来像を構築し、未来を見据

えた復興計画を策定します。 

なお、その計画の策定においては、あらゆる機会において、地域生活者や男女共同参画

の視点に配慮し、まちの活力の早期再生や、誰もが安全に安心して暮らせるまちづくりを

目指し、市、市民、企業等が一致団結して復興に向けて取り組みます。 

第２ 復興財源の確保 財務部 

被災の状況に応じた復旧事業及び復興計画に定めた事業に対する財源の確保を行います。 

１ 財政方針の策定 

市は、災害発生後の応急・復旧、復興事業を遅滞なく進めるとともに、国や県に対して

各種要望を行うため、被害状況の把握と対応策の検討と同時に財政需要の見込みの算定を

行います。 

２ 財源確保対策 

(1) 財源の確保 

市は、財政調整基金や市債の活用及び他の事業の抑制等により、財源の確保に取り組

みます。 

(2) 国への支援要望等 

更なる財源確保のため、激甚災害の指定や補助、地方交付税措置等、国に対して要望

していきます。 

第３ 市街地復興 企画部、都市部 

被災した市街地の復興は、市民の生活、地域経済の復興に繋がることであり、迅速に復

興するための対策が必要となります。 

その場合、被災前の状態である原状復旧だけを考えるのではなく、将来に向けた安全で
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安心なまちづくりの視点で市街地の復興対策の可能性もあわせて検討することが重要となり

ます。 

１ 復興整備条例の制定及び復興対象地区の設定 

市は、秩序ある復興を促すために必要に応じて条例を定めるよう努めます。この条例に

は、復興の基本理念や市、市民、企業等の役割、復興対象地区の指定と整備手法等を明示

します。 

(1) 復興整備条例の目的 

ア 生活の基盤である市街地の復興について取り組みの方針と理念をなるべく早い段階

で市民に対し宣言することにより、不安を解消し、復興への道筋を明らかにします。 

イ 市街地復興の対象となる地区、その中でも特に重点的に住宅供給、基盤整備等を進

める地区といったような重層的な地区指定を行うことにより、被災市街地の復興の基

本方針を明らかにします。 

(2) 復興整備条例の検討及び制定 

市は、復興整備条例の必要性について事前に検討を行います。なお、施行時期につい

ては、被災状況の全体像が明らかとなる被災後１ヶ月を目安とします。 

(3) 復興対象地区の設定 

条例を制定した場合、市は、復興対象地区の地区区分を設定します。 

２ 建築制限の実施 

市は、復旧・復興の妨げになるような無秩序な建築行為を防止するため、区画整理等に

よる本格的な復旧・復興事業に着手するまでの間、被害の程度や地区の経緯を踏まえて区

域を設定し、建築制限を実施します。 

３ 都市計画案の作成、事業実施 

市は、アンケート調査等で市民の意見集約を図りながら、被災市街地復興推進地域の都

市計画案を作成し、都市計画の決定手続きを行います。 

また、被災市街地復興土地区画整理事業などの制度を活かし、必要に応じて事業を実施

します。 

４ 防災都市づくり 

市は、市街地の整備改善が必要な場合には、被災市街地復興特別措置法等を活用すると

ともに、早急な生活再建、都市機能の回復が図られるよう市民の合意形成に最大限努めま

す。 

また、土地区画整理事業や市街地再開発事業等の実施により、良好な市街地の形成と都

市機能の更新を図ります。 

第４ 都市基盤施設の復旧・復興 企画部、経済部、環境部、都市部、建設部、下水道河

川部、京浜河川事務所、横浜国道事務所、藤沢土木事務所、茅ケ崎水道営業所、東日

本旅客鉄道(株)横浜支社、東日本電信電話(株)、東京電力パワーグリッド(株)、東京

ガス(株) 

都市基盤施設の復旧・復興は、災害応急対策として行われる機能の回復を目的とした応

急復旧と、施設自体を被災前の状況に戻す復旧、あるいはさらに防災性を高めて計画的に

整備するといった本格的な復興の３つの段階に分けられ、それぞれの基本方向に沿って施

策を実施します。 

１ 被災施設の復旧等 

(1) 市は、あらかじめ定めた応援協定等を活用し、市管理の公共施設の復旧に努めます。 

また、被災施設の復旧に当たっては、可能な限り早期の応急復旧に努めます。 

(2) ライフライン、交通関係施設の応急復旧については、関係事業者と連携のもと、施設

の早期復旧に努めます。 

２ 応急復旧後の本格復旧・復興 

市は、幹線道路、都市公園、河川、漁港等の骨格的都市基盤整備、ライフラインの地中

化の整備や耐震性の強化、さらには建築物や公共施設の耐震・不燃化等を基本目標としま

す。 
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(1) 道路 

市は、被災状況、地域特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案し、迅速な原状復旧

を目指すか、耐震性の強化、中長期的な問題点の改良等も行う復興を行うのかを検討し、

基本方向を決定します。 

(2) 公園・緑地 

市は、被災市街地の復興における基盤整備の方針、計画、整備手法等と調整を図り、

公園・緑地の復旧・復興方針を決定します。 

(3) ライフライン施設 

施設管理者は、被害状況及び被害調査結果を共有し、調査が重複しないよう連携して

行い、迅速な原状復旧を目指すか、耐震性の強化、中長期的な問題点の改良等も行う復

興を行うのかを検討し、整合性を図りながら基本方向を決定します。 

また、復旧事業を行う順序については、応急対策・復旧対策への活用性といった緊急

性を考慮して決定します。 

(4) 河川・砂防施設 

市及び県は、管理する各施設について、被害状況や緊急性を考慮して、施設の早期復

旧・復興を目指すとともに、耐震性の強化等、防災性の向上に努めます。 

(5) 漁港施設 

漁港管理者が中心となり、民間会社及び茅ヶ崎市漁業協同組合と協力して漁港施設の

被害調査を行い、被災状況を把握するとともに、迅速な原状復旧を目指すか、耐震性の

強化、中長期的な問題点の改良等も行う復興を行うのか検討し、基本方向を決定します。 

(6) 災害廃棄物等 

市は、安全と環境に配慮して、迅速かつ効果的な災害廃棄物等の処理を実施するため、

災害廃棄物等の処理体制を確立します。 

実施計画を作成する際には、腐敗・悪臭の防止、公衆衛生確保の観点から、被災地の

状況を踏まえた災害廃棄物の迅速かつ適正な処理、災害廃棄物の再利用、アスベスト等

の適正処理等を考慮します。 

また、家屋等の倒壊は原則として所有者が行いますが、国の補助が認められた場合に

は、市は県及び関係機関と調整のうえ、解体処理についての必要な措置を実施します。 

第５ 地域経済復興支援 企画部、財務部、経済部、都市部 

地域の経済状況は、その地域住民にとって、雇用、収入、その他の生活環境の確保の面

において、非常に大きく係わるものであり、被災者の生活再建にも大きな影響を与えます。 

また、財政面からみれば、税収を支えるという点で、市の復興財源の確保にも大きな影

響を与えます。したがって、地域経済復興は、被災地の復興にとって重要な課題であり、

特に、行政が行うべき地域経済の復興支援の柱としては、経済基盤が弱い中小企業の自立

支援、地域経済全体の活性化のための支援等が必要です。 

【地域経済の復興支援施策のフロー】 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

１ 個々の事業者を対象とした施策の実施 

市は、業種別・規模別被害額等について調査（地域経済の復興計画を作成するための調

査）を行い、再建のための資金需要等を把握し、災害直後の緊急対応及び復興に向けての
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(1) 金融面、税制面での支援 

２ 地域全体に波及効果を

及ぼす施策の実施 

 

(2) 事業の場の確保等 

３ 産業関連基盤の 

  早期復旧・整備 
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施策を検討します。 

(1) 金融面、税制面での支援 

中小事業者の経済復興は、経済基盤の弱さから長期化する傾向にあり、経済復興に要

する期間は、事業規模や業種によってまちまちであるため、一律的な支援策だけでなく、

個々の事業者の特性に応じたきめ細かい支援策を検討します。 

また、地域産業全体への波及力の大きい大企業についても、金融、税制面での支援を

行う等、早期事業復旧の支援について検討します。 

(2) 事業の場の確保等 

ア 仮設賃貸店舗の建設 

県及び市は、被害状況調査や事業者、業界団体等の意見をもとに、店舗の被災（倒

壊、焼失等）により事業再開が困難となっている事業者に対し、事業者が自ら事業の

場を確保するまでの間、暫定的な仮設賃貸店舗を建設し、低廉な賃料等での提供を検

討します。 

イ 共同仮設工場・店舗の建設支援 

県及び市は、倒壊または焼失等の被害を受けた事業組合等が、自ら共同仮設工場・

店舗を建設する場合には、工業集団化事業の一環として、（公財）神奈川産業振興セ

ンターと連携を図りながら、相談・指導を行います。 

ウ 工場・店舗の再建支援 

県及び市は、自ら工場・店舗等を再建しようとする事業主・組合等に対して、（公

財）神奈川産業振興センターと連携を図りながら、相談・指導を行うとともに、資金

面に関する支援を検討します。 

エ 民間賃貸工場・店舗の情報提供 

県及び市は、業界団体等に対して、賃貸が可能な工場・店舗の物件情報の提供を依

頼して情報収集を行い、リストを相談窓口や業界団体等に配布するとともに、ホーム

ページ等を活用して情報提供を行います。 

２ 地域全体に波及効果を及ぼす施策の実施 

被災地域全体を対象としたイベントやプロジェクトの誘致、観光・地場産業のＰＲ等を

実施することにより、地域経済全体の活性化を図ります。 

また、地域経済の復興に当たっては、地域特性に応じた新産業の創出・育成及び既存の

産業の高度化促進に取り組みます。 

３ 産業関連基盤の早期復旧・整備 

地域経済の復興を図るために、道路・鉄道・漁港・情報通信基盤等の都市基盤施設の早

期復旧・整備が必要不可欠です。市が管理する都市基盤施設の迅速な復旧を行うことはも

ちろんのこと、民間事業者が管理する都市基盤施設についても迅速な復旧を要請すること

を検討します。 
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第１節 計画の目的 

 

第１ 東海地震に関する事前対策計画の目的 

この計画は、大規模地震対策特別措置法（以下「大震法」という。）第６条の規定に基

づき、東海地震に係る地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）において、警

戒宣言等が発せられた場合にとるべき対策を中心に、緊急整備事業の推進等について定め

るとともに、東海地震の予防体制の推進を図ることを目的としています。 

１ この計画は、東海地震の発生に伴う被害の発生を防止しまたは軽減するために、市及び

防災関係機関のとるべき事前措置の基本的事項について定めます。 

２ この計画中、強化地域に係る部分については、大震法第６条の規定に基づく「地震防災

強化計画」（以下「強化計画」という。）とします。 

３ この計画は、東海地震に関連する調査情報（臨時）、東海地震注意情報、東海地震予知

情報（以下「東海地震に関連する情報」という。）の発表及び警戒宣言が発せられたとき

から地震発生までの間における事前対策を定めます。 

４ 市及び防災関係機関は、この計画に基づいてそれぞれ必要な具体的計画等を定め、事前

対策を実施します。 

第２ 東海地震に関する事前対策の体系 

東海地震に関する事前対策の体系は次のとおりです。 

 

 (事前措置) 
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中央防災会議 

中央防災会議による地震防災基本

計画の作成 

指定行政機関 による強化 

指定公共機関 計画の作成 

気象庁長官による地震予知

情報の報告（追加報告） 

内閣総理大臣 

（閣議） 

警戒宣言 

指定公共機関 

強化計画に基づく

国の対策の実施 

 指定行政機関 

 指定公共機関 

地震災害警戒本部の設置 

自衛隊派遣要請 

強化計画の作成 

強化計画の作成 

県知事 

市町村長 

市民等 
防災上重要な施設または

事業の管理者等による地

震防災応急計画の作成 

地震災害警戒本部 

の設置 

地震災害警戒本部 
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強化計画に基づく

対策の実施 
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第３ 地震防災対策強化地域 

市は、大震法第３条第１項の規定に基づき、地震防災対策強化地域に指定されています。 
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第２節 予防対策 

  

第１ 緊急整備事業 

大規模な地震が発生した場合の被害の軽減を図るため、あらかじめ避難場所や緊急輸送

道路、通信施設等、各種防災関係施設を整備する必要があります。 

このため、市及び防災関係機関は、これらの防災施設につき地震対策緊急整備事業計画

を定め、関連事業との整合を図り、早急にその整備を図ります。 

１ 地震対策緊急整備事業の推進 

(1) 市は、大震法第６条第２号の趣旨を踏まえ、同法施行令（以下「施行令」という。）

第２条に規定する地震防災上緊急に整備すべき施設等について、年次計画を定め、その

整備に努めます。 

(2) 市は、施行令第２条の規定に基づく地震防災上緊急に整備すべき施設以外の防災対策

関連事業についても、年次計画を定めその整備推進に努めます。 

第２ 地震防災応急計画の作成 

１ 計画作成義務等 

大震法第７条に基づく地震防災応急計画（大震法第８条に規定する地震防災規程を含む。）

を作成しなければならない企業等については、警戒宣言発令時の災害防止と社会的混乱を

避けるため、市民等の安全確保を目標にそれぞれの施設管理者が計画を作成するものとし

ます。 

２ 計画の作成 

地震防災応急計画は、地震防災基本計画を基本とし、地震防災強化計画との整合性、関

連性を有するものとします。 

第３ 東海地震に関連する情報に関する知識の普及・啓発 

市は、東海地震の切迫性や東海地震に係る防災知識の普及・啓発に努めるとともに、警

戒宣言が発せられた場合等に市民等が的確な判断に基づいて行動ができるよう、「第２章

第１節 防災知識の普及・啓発」に規定するもののほか、以下の知識の普及・啓発に努めま

す。 

１ 警戒宣言の性格及びこれに基づきとられる措置の内容 

２ 東海地震の予知に関する知識 

３ 東海地震に関連する情報及び警戒宣言の内容 

４ 予想される地震及び津波に関する知識 

５ 東海地震に関連する情報の発表及び警戒宣言が発せられた場合、並びに地震が発生した

場合の出火防止、近隣住民との救助活動、自動車運行の自粛等、防災上とるべき行動に関

する知識 
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第３節 警戒宣言発令時等対策 

 

市は、警戒宣言が発せられた時から地震が発生するまで、または警戒解除宣言が発せられる

までの間、警戒宣言発令時対策を実施します。 

警戒宣言が発せられた場合には、東海地震の発生後に災害応援協定に基づいた応援を円滑に

行うため、情報の共有を図りながら必要な対応を相互にとります。 

また、警戒宣言発令時対策の実施にあたっては、市民の日常生活への影響や強化地域内外の

経済的影響並びに要配慮者への配慮に努めます。 

なお、東海地震に関連する情報が発表された場合、市は、その情報内容に応じて、市職員の

参集や事前の準備行動等の必要な措置を、経済的影響等に配慮しながら講じます。 

第１ 東海地震に関連する情報が発表された場合の対応 

東海地震に関連する情報の区分に応じ、速やかに必要な対策が行えるよう次の体制をと

り、速やかに実施します。 

１ 情報の内容と市の体制 

情報の種類 情報の内容 主な防災対応 配備体制 

東海地震 

予知情報 

東海地震の発生の

おそれがあると認

められ、「警戒宣言」

が発せられた場合

に発表 

○「警戒宣言」に伴って発

表されます。 

○地震災害警戒本部を設置

します。 

○津波やがけ崩れの危険地

域からの住民避難や交通

規制の実施、デパート等

の営業中止等の対策を実

施します。 

市職員は全員参集し、茅ヶ

崎市地震災害警戒本部運営

要綱別表に基づく配備体制

をとり、気象庁、県、防災

関係機関からの情報収集を

行います。 

東海地震 

注意情報 

観測された現象が、

東海地震の前兆現

象である可能性が

高まった場合に発

表 

○必要に応じ、園児、児童、

生徒の帰宅等の安全確保

対策を行います。 

○救助部隊、救急部隊、消

火部隊、医療関係者等の

派遣準備が行われます。 

市職員は全員参集し、市民

安全部は警戒配備体制をと

り、気象庁、県、防災関係

機関からの情報収集を行う

とともに、各部・班は、本

節「第２警戒宣言前の準備

行動」を実施します。 

東海地震に 

関連する 

調査情報 

（臨時） 

観測データに通常

とは異なる変化が

観測された場合、そ

の変化の原因につ

いての調査の状況

を発表 

○情報収集連絡体制をとり

ます。 

市民安全部は、防災対策課

全員参集による警戒配備体

制をとり、気象庁、県、防

災関係機関からの情報収集

を行うとともに、各部長は

待機体制に入ります。 

東海地震に 

関連する 

調査情報 

（定例） 

毎月の定例の判定

会で評価した調査

結果を発表 

○防災対応は特にありませ

ん。 
－ 

第２ 警戒宣言前の準備行動 

市は、東海地震注意情報が発表された場合、次の準備行動等を行います。 

なお、本情報の解除に係る情報が発表された場合、準備行動を終了します。 

１ 東海地震注意情報の伝達、広報 

市は、東海地震注意情報が発表された場合、次により当該情報を伝達します。 

(1) 伝達責任 



第７章 東海地震に関する事前対策 

第３節 警戒宣言発令時等対策 

 

173 

ア 市は、東海地震注意情報を防災関係機関に伝達します。 

イ 市長は、防災行政用無線を通じて市民への呼びかけを行います。 

【東海地震注意情報発表時のメッセージ】 

市民の皆さん。私は、市長の○○です。 

先程、気象庁から東海地震注意情報が、発表されました。 

今後、地震発生のおそれがある場合は、内閣総理大臣から改めて、警戒宣言が発令さ

れます。 

市では、地震の発生に備えて、準備を始めています。 

市民の皆様も、次のことに注意してください。 

第一に、テレビやラジオの放送及び市が提供する正確な情報の収集に努めてくださ

い。 

第二に、自動車の使用を控えてください。 

第三に、水の汲み置き、家族との連絡方法の確認、家具の固定など地震への備えを始

めてください。 

繰り返しお願いします。市では、今後も地震の情報が入り次第、お知らせします。 

あわてずに、冷静に行動してください。 

ウ 市は、東海地震注意情報の内容を防災行政用無線を通じて市民に広報します。 

エ 各施設管理者は、東海地震注意情報の内容を来庁者、施設利用者に伝達します。 

オ 市は、東海地震注意情報を必要な関係機関等に伝達します。 

カ 市は、関係団体等を通じ、東海地震注意情報の内容を企業等に伝達します。 

キ 市は、関係団体等を通じ、東海地震注意情報の内容を観光客、買い物客、通勤・通

学者、外国人、障害者等に広く伝達します。 

(2) 伝達・広報内容 

ア 東海地震注意情報の意味、予想される今後の推移 

イ 市民が、市の広報、公共放送等から正しい情報の収集を行うべきこと。 

ウ 市民が、飲料水・食料等の備蓄の確認、家族の連絡方法の確認、不要な火気の始末、

家具等の転倒防止措置の確認等を行うべきこと。 

エ 市民は、外出等を自粛すること。 

オ 市民、企業等は、自動車の使用を自粛すべきこと。 

カ 野球場、映画館等の多数の利用者を収容する施設の管理者は、施設の安全確保措置

を実施すべきこと。 

キ 危険物取扱施設、工事現場等の管理者は、安全確保措置を実施すべきこと。 

２ 事前避難対策等 

(1) 園児、児童、生徒 

保育園、幼稚園、学校等は、保育・授業等を中止し、園児、児童、生徒の安全確保対

策を検討します。原則として安全が確認できるまでは保護するものとし、安全が確認さ

れた後に保護者への引き渡し等を行います。 

(2) 要配慮者 

病院、障害者施設、高齢者施設等の管理者は、必要に応じ要配慮者の事前避難の措置

またはその準備を行います。 

３ 医療救護対策 

(1) 市は、医療救護本部の開設準備、災害拠点病院等との通信の確保、救護所の開設準備、

医療救護班の編成準備等を行います。 

(2) 各病院は、必要に応じ、患者の移送、家族への引渡し等の準備を行うとともに、病院

内の救護所・トリアージエリア設置場所の確保等を行います。 

４ 地区防災拠点の準備及び資機材の点検 

市は、地区防災拠点の開設準備及び防災用資機材の点検を行います。 

５ 陸上輸送体制の確保対策 

(1) 市は、市道の啓開準備等を行います。 
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(2) 市は、緊急通行車両の確認及び保有する車両の確保を行います。 

(3) 市は、「災害時における自動車輸送の協力に関する協定」に基づく体制の確認及び準

備を行います。 

６ 海上輸送体制の確保対策 

(1) 市は、物資受入等のため茅ヶ崎漁港の確保、通信手段の確保等を行います。 

(2) 市は、「災害時相互応援に関する協定」及び「災害時の輸送船舶調達に関する協定」

に基づく体制の確認及び準備を行います。 

７ 航空輸送体制の確保対策 

市及びヘリコプター臨時離着陸場の施設の責任者は、その開設、通信手段の確認等を行

います。 

８ 物資等調達対策 

市は、飲料水、食料及び生活必需物資等の調達体制を確認します。 

９ その他の事前対策 

(1) 市は、国、県、防災関係機関等の準備行動の状況を把握します。 

(2) 市は、緊急パトロールの準備、人員待機を行います。 

(3) 市は、配水池等での飲料水確保体制の確認を行うとともに、「災害時における飲料水

の調達に関する協定」に基づく体制の確認及び準備を行います。 

(4) 市は、水道営業所の協力を得て、応急給水の準備を行います。 

１０ 広域受援対策等 

市は、広域応援部隊の受入準備を行います。 

１１ 帰宅困難者対策 

市は、公共交通機関の運行状況に関する広報を行います。 

１２ 被害軽減措置 

(1) 各施設管理者は、公共施設における催事の中止等、利用者の安全確保措置を行います。 

(2) 市は、市民・企業等に、外出等の自粛、自動車の使用の自粛を要請します。 

(3) 市は、関係団体等を通じ、野球場、映画館等の多数の利用者を収容する施設の管理者

に、安全確保を要請します。 

(4) 市は、危険物取扱施設、工場、工事現場等に、安全確保を要請します。 

１３ その他の準備行動 

消防部は、茅ヶ崎市消防計画に基づく準備行動を行います。 

第３ 警戒宣言及び東海地震に関する情報の伝達 

１ 東海地震に関する情報 

東海地震の観測データに異常が発見され、東海地震に関連する情報が発表された場合、

気象庁から消防庁及び横浜地方気象台を通じてその情報が県に伝達されます。県は、東海

地震に関連する情報伝達を受けた場合、神奈川県防災行政通信網等により速やかに各市町

村に伝達し、市は必要な情報を市民に広報します。 

２ 警戒宣言 

「地震発生のおそれがある」と判断された場合、気象庁長官から内閣総理大臣に報告さ

れ、内閣総理大臣は、地震防災応急対策を緊急に実施する必要があると認めた時は、閣議

にかけた上で警戒宣言を発令します。警戒宣言が発せられると、気象庁は東海地震予知情

報を発表します。警戒宣言は、報道機関を通じて広報されるとともに、消防庁から県に伝

達されます。 

県は、消防庁から警戒宣言発令の伝達を受けた場合、神奈川県防災行政通信網等により

速やかに各市町村に伝達し、市町村は市民に対する広報を実施します。 

なお、警戒宣言の伝達は、次の系統図により行います。 
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３ 警戒宣言の市民への周知 

市は、警戒宣言の発令を、「第５章第２節第２ 災害時の広報」に準ずる広報により、市

民に伝達するほか、総理府令による地震防災信号を活用し、伝達します。 

警   鐘 サ イ レ ン 

（5点） 

 

● ● ● ● ●   ● ● 

● ● ● 

（約45秒） 

 

●          ● 

          （約15秒） 

備考 １ 警鐘またはサイレンは、適宜の時間継続すること。 

   ２ 必要があれば、警鐘及びサイレンを併用すること。 

 

第４ 警戒宣言発令時対策 

１ 茅ヶ崎市地震災害警戒本部の設置 

市長は、警戒宣言が発せられた場合は、直ちに大震法第１６条の規定に基づき茅ヶ崎市

地震災害警戒本部（以下「市警戒本部」という。） を設置します。 

また、市長は、警戒解除宣言が発せられた場合及び警戒宣言に係る地震災害に関する災

害対策本部を設置した場合、市警戒本部を廃止します。 

２ 市警戒本部の業務 

市警戒本部は、次の業務を実施します。 

(1) 警戒宣言、地震予知情報等の受伝達 

(2) 市民への情報提供と呼びかけ 

(3) 防災関係機関の業務に係る連絡調整 

(4) 国または県に対する業務の応援要請 

(5) 発災後における応急対策の事前準備 

(6) その他地震防災応急対策の実施 

３ 市警戒本部の組織及び運営 

市警戒本部の組織及び運営は、大震法、施行令、茅ヶ崎市地震災害警戒本部条例及び茅
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ヶ崎市地震災害警戒本部運営要綱の定めるところによります。 

４ 市警戒本部配備要員の参集配備 

東海地震注意情報、東海地震予知情報の発表及び警戒宣言が発せられた場合の市警戒本

部の配備体制は、配備要員の全員をもってあたる体制とし、配備要員は警戒宣言が発令さ

れたことを知ったときは、速やかに所定の場所へ参集し、配備につきます。 

第５ 広報対策 

１ 広報の重点事項等 

市は、東海地震注意情報及び東海地震予知情報の発表あるいは警戒宣言が発せられた場

合、社会的な混乱を未然に防止するため、次の事項に留意して、市民に迅速かつ的確な広

報を実施します。なお、広報の手段については、要配慮者へ配慮します。 

(1) 冷静な行動をとること。 

(2) 不要な火気の始末をすること。 

(3) 家具等屋内重量物の転倒防止措置をとること。 

(4) テレビ、ラジオ等の情報に注意すること。 

(5) 飲料水、食料品及び生活必需物資等の持ち出しの準備をすること。 

(6) 自動車による移動を自粛すること。 

(7) 市が避難を必要と確認した地区以外は、避難行動を行わないこと。 

(8) 電話の使用は自粛すること。 

(9) 東海地震注意情報及び東海地震予知情報等の内容。 

(10)その他生活関連情報等、市民が必要とする情報。 

２ 市が実施する広報 

市は、市民に対して前項の広報の重点事項に準じた広報を実施します。 

なお、広報手段については、「第５章第２節第２ 災害時の広報」に準ずる広報を実施し

ます。 

また、市長は、防災行政用無線を通じて市民への呼びかけを行います。 

【市長から市民への呼びかけ】 

市民の皆さん。私は、市長の○○です。 

先程、内閣総理大臣から、警戒宣言が発令されました。 

すぐに、地震が起きるとは、限りません。 

市では、警戒本部を設置し、対策に全力をあげております。 

市民の皆様も、次のことに注意してください。 

第一に、テレビやラジオの放送及び市が提供する正確な情報収集に努めてください。 

第二に、火の使用を控えてください。 

第三に、飲料水、食料等、非常時の持ち出し品を確かめてください。 

繰り返しお願いします。市では、今後も地震の情報が入り次第、お知らせします。 

あわてずに、冷静に行動してください。   

３ 情報不足の混乱防止措置 

市は、駅周辺等における不特定多数の市民が情報の不足による不安、流言飛語等による

混乱（パニック）を防止するため、防災行政用無線等により広報を行います。 

第６ 地震防災応急対策実施状況の報告 

市警戒本部長は、警戒宣言が発令された場合に実施する事前避難の実施状況及び地震防

災応急対策の実施状況等について神奈川県地震災害警戒本部（以下「県警戒本部」という。）

長に報告します。 

１ 報告事項 

(1) 東海地震に関連する情報の伝達に関すること 

(2) 消防、水防その他の応急措置に関すること 

(3) 応急の救護を要すると認められる者の救護、その他保護に関すること 
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(4) 施設及び設備の整備、点検に関すること 

(5) 犯罪の予防、交通の規制、その他当該大規模地震により、地震災害を受けるおそれの

ある地域における社会秩序の維持に関すること 

(6) 緊急輸送の確保に関すること 

(7) 地震災害が発生した場合における飲料水、食料及び生活必需物資等の確保、清掃、防

疫、その他の保健衛生に関する措置、その他応急措置を実施するため必要な体制の整備

に関すること 

(8) その他地震災害の発生の防止または軽減を図るための措置に関すること 

２ 報告の時期 

前号の事項の措置を実施するため必要な体制を整備したとき、その他警戒宣言が発せら

れた後の経過に応じて逐次行います。 

第７ 事前避難対策 

１ 事前避難対象地区 

現在本市には、急傾斜地崩壊による災害の防止に関する法律に基づく指定危険区域はあ

りませんが、地震動等による急傾斜地崩壊や地滑りに注意を要し、市が避難を必要と確認

した地区及び津波の到達により危険が生じる恐れがある地区を事前避難対象地区とします。 

２ 事前避難の勧告または指示 

市長は、警戒宣言が発令された場合、直ちに事前避難対象地区の住民等に対し、避難の

勧告または指示を行います。 

３ 避難の勧告または指示の内容 

避難の勧告または指示は、原則として次の内容を明らかにして実施します。 

(1) 避難を要する理由 

(2) 避難勧告または指示対象区域 

(3) 避難所 

(4) 避難経路 

(5) 注意事項 

４ 避難措置の周知等 

市長は、避難の勧告または指示を実施した場合、速やかに防災関係機関に対して勧告ま

たは指示した旨を連絡するとともに、避難対象地区の住民等に対してその内容の周知を図

ります。 

(1) 避難対象地区住民等への周知徹底 

市長は、避難の勧告または指示を実施した時は、その内容について避難対象地区の住

民等に対して防災行政用無線等を通じて周知徹底を図ります。 

(2) 県・警察等との連絡 

市長は、避難措置及び避難の状況等について県に報告するとともに、警察と相互に連

絡をとります。 

(3) 避難対象地区住民等の避難行動等 

避難の勧告または指示を受けた住民等は、お互いに協力しつつ速やかに避難するとと

もに、避難生活の運営に努めます。 

市は、避難した住民等が円滑に避難生活を運営できるよう、必要な支援を行います。 

５ 避難所における措置 

(1) 市長は、避難所を開設した場合は配備職員を配置し、避難所の管理者の協力を得て、

避難者に対し次の措置をとるよう努めます。 

ア 東海地震予知情報の伝達 

イ 警戒宣言発令時対策の実施状況の周知 

ウ 飲料水、食料、寝具等の供与 

エ 避難所の秩序維持 

オ その他避難生活に必要な措置 

(2) 市は、避難生活に必要な生活必需物資等の調達・確保の方法及びこれに係る体制を整
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備します。 

また、避難者に対して避難生活に必要な生活必需物資等の携行を指示する場合は、そ

の旨を明示します。 

６ 事前避難体制の確立 

市は、警戒宣言発令時において、避難者が円滑かつ迅速に避難行動がとれるよう事前避

難体制の確立に努めます。 

(1) 避難にあたっては、警戒宣言の発令から地震の発生までは比較的短時間であるという

ことを前提に避難体制の確立を図ります。 

(2) 市は、避難対象地区を単位に、あらかじめ把握した避難行動要支援者の避難について

は、自主防災組織等の協力のもとに実施します。 

また、外国人、出張者及び旅行者等についても、防災関係機関及び企業等と連携して、

避難誘導等、適切な対応を実施します。 

 

第８ 自主防災組織の措置 

警戒宣言が発令された場合、市は国、県の対策の推進と併せて、市民及び企業等の積極

的な協力を得て、地域との一体的対応措置をとる必要があります。 

１ 警戒宣言が発令された場合及び災害発生時の活動 

(1) 情報収集伝達 

自主防災組織は、警戒宣言が発令された場合、市が提供する情報を地域住民に伝達し、

災害時には、地域内に発生した被害の状況を迅速かつ的確に把握して、地区防災拠点へ

報告するとともに、市が提供する情報を伝達して地域住民の不安を解消し、的確な地震

防災応急対策を実施します。 

このため、あらかじめ市との連絡のための手段や市の情報を地域住民に伝達する責任

者及びルート等を定めておくようにします。 

また、避難場所へ避難した後についても、地域の被災状況、救助活動の状況等を必要

に応じて報告し、混乱・流言飛語の防止にあたります。 

(2) 出火防止及び初期消火 

自主防災組織は、火災発生時に、消火器、水バケツ等を使い、地域の協力のもと、初

期消火に努めます。 

また、電気の復旧に伴う通電火災の予防等、出火防止の注意を呼びかけます。 

(3) 救助・救急活動の実施 

自主防災組織は、家屋の崩壊等により脱出不能になった人を速やかに救助します。 

(4) 応急救護活動の実施 

自主防災組織は、負傷者に対して、外傷の応急手当を実施するとともに、医師の処置

が必要な場合には、医療救護所等へ搬送します。 

(5) 避難誘導の実施 

市長から避難指示等が出された場合には、住民に対して周知徹底を図り、迅速かつ円

滑に避難場所へ誘導します。 

(6) 避難所の開設及び運営の協力 

自主防災組織は、配備職員及び学校職員と協力し、避難所の開設、避難者の受け入れ

を行うとともに、避難所の運営について積極的に努めます。 

(7) 給食・救援物資の配布及びその協力 

被害の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する炊出しや救援物資の

支給が必要となります。 

自主防災組織は、保有している食料等の配布を行うほか、市が実施する給食、給水、

救援物資等の配布活動に協力します。 

(8) 清掃衛生の実施 

自主防災組織は、被災地の防疫活動に協力するとともに、ごみ、し尿その他廃棄物の

除去及び清掃活動に協力します。 
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第９ 消防対策 

１ 消防対策の基本方針 

消防機関は、警戒宣言が発令された場合、平常時の消防業務（災害活動を除きます。）

を停止または縮小し、次の事項を重点に必要な措置を行います。 

(1) 地震に備えての消防部隊の編成強化 

(2) 東海地震予知情報等の収集と伝達体制の確立 

(3) 活動用資機材の確保 

(4) 出火防止、初期消火等の広報の実施 

(5) 施設、企業等に対し応急計画実施の指示 

(6) 危険物取扱施設の対応措置の指示 

(7) 迅速な救助・救急のための体制確保 

(8) 火災、水災等の防除のための警戒 

(9) 地震動等による急傾斜地崩壊や地滑りに注意を要し、市が避難を必要と確認した地区

等における事前避難の勧告または指示 

(10)自主防災組織等に対する指導 

(11)その他必要な事項 

２ 消防警戒体制 

消防職員及び消防団員は、東海地震注意情報等により茅ヶ崎市消防計画第１４章震災警

備計画に準拠し、所定の位置に参集します。 

なお、消防長は、市内企業等の施設管理者に自衛消防隊の自主的配備を勧奨し、消防警

戒体制の確立を図ります。 

３ 消防対策本部の設置と運用等 

消防本部に消防対策本部を設置し、その編成及び運用は、茅ヶ崎市消防計画第１４章震

災警備計画に準拠し実施します。ただし、震災消防対策本部長、同副本部長の呼称は、こ

の場合震災消防警戒本部長、同副本部長と読み替えるものとします。 

４ 主な活動事項 

消防対策本部は、東海地震予知情報等によりこの項目１に定める対策の基本方針を遂行

するため、主として次の事項を行います。 

(1) 東海地震予知情報等の収集、伝達及び防災広報 

消防対策本部は、東海地震予知情報等の収集に努めるとともに、防災行政用無線及び

消防機関全車両を活用し、速やかに全市域に、これらの伝達とあわせ、自主防災体制の

確認を促すとともに、出火防止の呼びかけを繰り返し行います。 

(2) 避難の指示 

避難のための立ち退きを勧告または指示する場合は、当該地区を管轄する消防職員、

消防団員が消防車両等を活用し、市職員等と協力して実施します。 

(3)企業等に対する指示 

警戒宣言が発せられたときは、企業等において、本章第２節で示す地震防災応急計画

等に基づく必要な措置を実施していないことが明らかであると認めるときは、その実施

を指示します。 

第１０ 医療機関、福祉施設対策 

１ 医療機関の対策 

病院等各医療機関は、警戒宣言が発令されたときは、地震発生に備え、それぞれ地震

防災応急対策を実施して被害発生の防止を図るとともに、医療救護機能の維持に努めま

す。 

また、市内医療関係機関においては、発災後に備え次の措置をとります。 

(1) 警戒宣言発令時の措置 

ア 警戒宣言発令の周知 

医療機関の長は、警戒宣言が発令されたことについて、医師等の職員及び外来患者

等に対して周知徹底を図ります。 
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イ 院（所）の防災指導 

医療機関の長は、消火設備、避難設備及び自家発電装置等の点検並びに医療器械、

備品、薬品等の転倒落下、移動の防止及び出火防止対策を実施します。 

ウ 入院患者等の安全確保 

医療機関の長は、入院患者等の安全確保措置を講じます。 

手術中の場合は、医師の判断により安全措置を講じ、手術予定については、緊急や

むを得ない場合を除き延期します。 

エ 診療 

地域医療の確保のため、耐震性を有する病院については継続して診療できるものと

します。 

オ 発災後への備え 

医療機関は、発災後の医療機能を維持するため、医薬品、血液、治療材料等の確保

に努めるとともに、水、食料、燃料等の確保も合わせて行います。 

また、医師をはじめとした職員については、あらかじめ定めた職員連絡網等により

連絡を行い、その確保を図ります。 

患者等の保護等の方法については、施設の耐震性を考慮し、他の病院、病棟への搬

送あるいは家族等への引き渡しを実施します。 

(2) 医療救護班の編成待機 

ア 市立病院 

市立病院は災害拠点病院として、県医療救護本部や医療機関、医療救護所と連携し

的確な医療救護活動を行えるよう必要体制を編成し、待機します。 

また、県からのＤＭＡＴの受援体制を整えます。 

イ 医療救護本部 

市は、保健福祉部内に医療救護本部を設置し、医療救護所の開設準備を行います。 

また、市職員による医療救護班を編成し、待機します。 

ウ 茅ヶ崎保健福祉事務所 

茅ヶ崎保健福祉事務所は、県医療救護計画に基づき市が設置した救護所で行う医療

救護活動の支援等を行います。 

(3) 医薬品等の点検整備 

各医療機関及び茅ヶ崎保健福祉事務所は、応急医療に必要な医薬品及び医療用資機材

の整備点検を行います。 

また、茅ヶ崎保健福祉事務所は、応急医療に必要な医薬品等の支援物資の配布等の調

整準備を行います。 

２ 福祉施設の対策 

(1) 警戒宣言発令時の措置 

社会福祉施設等は、警戒宣言が発令された場合、利用者の生命・身体の安全確保に万

全を期すため、次の措置をとります。 

ア 施設設備の点検 

イ 落下物等の防止措置 

ウ 飲料水、食料等の確保 

エ 関係機関、家族等との連絡体制の確保 

(2) 発災後への備え 

入所者等の保護等の方法については、施設の耐震性を考慮し、他の福祉施設等への移

送あるいは家族等への引き渡しを実施します。 

第１１ 帰宅困難者対策 

市は、警戒宣言が発令された場合に、公共交通機関の運行停止等により、発生する帰宅

困難者については、次のように対処します。 

１ 帰宅困難者への支援 

(1) 避難場所の提供 
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帰宅の手段を失い、駅周辺、市街地、観光施設等に滞留している帰宅困難者に対し、

一時滞在施設を提供します。 

(2) 避難誘導及び治安維持 

ア 周辺の土地に不案内な観光客等に的確な行動を促すため、十分な情報提供を行いま

す。 

イ 駅構内の滞留旅客については、東日本旅客鉄道(株)が警察と連携し避難誘導を行い

ます。 

ウ 市は、駅構外の帰宅困難者の避難誘導について警察や防災関係機関、企業等と連携

して行います。 

エ 警察は、治安の維持を確保し、市等と連携し、交通安全の確保に努めます。 

(3) 帰宅困難者の把握 

市は、避難場所に避難した帰宅困難者数について、東日本旅客鉄道(株)や警察と十分

連携をとり把握します。 

(4) 一時滞在施設における措置 

一時滞在施設は、市と連携し、帰宅困難者に対し、次の措置をとります。 

ア 市への報告（施設の開設、収容者数、必要支援物資数、対応状況等） 

イ 支援物資等の配布 

ウ 交通機関の運行状況の把握及び周知 

エ 周辺道路等の被害状況の周知 

オ 代替交通機関等の情報 

カ 女性専用スペース等の確保 

キ その他必要な措置 

(5) 県への報告 

災害対策本部は、帰宅困難者の避難状況について、県へ報告するとともに、必要に応

じて、協力を要請します。 

第１２ 救援対策 

１ 給水 

(1) 飲料水の事前確保 

市は、警戒宣言発令とともに広報媒体並びに関係機関の協力を得て、一般家庭、その

他の施設に対して飲料水確保のための緊急貯水を呼びかけます。 

(2) 給水量の確保 

市は、東海地震注意情報が発表された場合、水道営業所に対して飲料水確保のための

緊急貯水に応える体制をとるよう協力を要請します。 

(3) 応急給水体制 

市は、地震災害の発生に備えて、水道営業所に飲料水の確保を要請し、また、自力で

の飲料水の確保を行うとともに、応急給水のための要員、資機材及び運搬手段等を確保

します。 

２ 食料の確保及び給食 

警戒宣言発令とともに、地震災害の発生に備え、備蓄食料の確認及び応急必需食料の調

達に関する協定に基づき食料調達体制を確保するとともに、現在調達可能な食料の保有数

量等の把握に努めます。 

また、避難所の配備職員等から要請があった場合は、避難所の状況を考慮した調整を図

り、食料の調達、あっ旋または給食を行います。 

３ 生活必需物資等の確保 

地震災害の発生に備え備蓄物資を確認するとともに、衣料、生活必需物資その他応急必

需物資の調達に関する協定に基づき、調達体制の確認と調達可能な物資及び数量の把握に

努めます。 

また、避難所の配備職員等から要請があった場合は、避難所の状況を考慮した調整を図

りこれらの物資調達、あっ旋、給与または貸与を行います。 
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ＬＰガスの調達については、災害時における燃料の調達に関する協定に基づき、(公社)

神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会と調達可能な数量、貯蔵場所等について

の連絡をとりながら行います。 

４ 物価高騰の防止等のための要請 

県及び市は、警戒宣言が発せられた場合に、食料等生活必需物資等の売り惜しみまたは

買い占め、物価の高騰が生じないよう、関係する生産者及び流通業者等に対して、必要な

要請・指導等を行います。 

第１３ 園児、児童、生徒の保護対策 

東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表された場合には、平常時の活動を維持しつ

つ、情報等の収集に努めます。東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合

あるいは警戒宣言が発せられた場合には、園児、児童、生徒の安全確保に万全を期すため

次の措置を講じます。 

１ 保育園、幼稚園、学校等の対応 

(1) 施設管理者は、東海地震予知情報等の把握に努め、的確な指揮にあたります。 

(2) 保育園、幼稚園、学校等は、園児、児童、生徒の生命・身体の安全確保を図ります。

原則として安全が確認できるまでは保護するものとし、安全が確認された後に保護者へ

の引き渡し等を行います。 

なお、公共交通機関の運行中止等により保護者が帰宅できないことも想定されること

から、状況を判断し、引き続き園児、児童、生徒を保護します。 

また、学校等は、児童、生徒が登下校時や在宅時等にとるべき行動について、あらか

じめ指導しておきます。 

(3) 保育園、幼稚園、学校等は、あらかじめ、園児、児童、生徒の保護者への引き渡し方

法を明確にしておきます。 

(4) 園児、児童、生徒の避難状況等について、施設管理者は、市または県教育委員会、市

警戒本部等に速やかに報告します。 

(5) 保育園、幼稚園、学校等は、施設の保安措置をとります。 

(6) 保育園、幼稚園、学校等は、速やかに初期消火及び救助・救急活動等の体制を整え、

応急対策活動を実施します。 

２ 教職員等の対処及び指導基準 

(1) 教職員等は、防災計画や避難計画等に基づき、園児、児童、生徒の安全確保を図った

あと、避難誘導を行います。その後、安全が確認できるまで、引き続き保護に努めます。 

(2) 障害のある園児、児童、生徒については、介助できる体制を整えて対応する等、十分

に配慮します。 

(3) 園児、児童、生徒の避難誘導にあたっては、氏名・人数等を把握し、異常の有無等を

明確にし、確実に指示します。 

(4) 園児、児童、生徒の保護者への引き渡しは、防災計画や避難計画等に基づき確実に行

います。 

(5) 園児、児童、生徒が遠距離通学や交通機関の遮断、留守家庭等の理由で帰宅できない

場合は、氏名・人数等を確実に把握し、引き続き保護します。 

(6) 教職員等は、園児、児童、生徒の安全を確保した後、必要な応急対策活動にあたりま

す。 

３ 園児、児童、生徒の対応 

園児、児童、生徒は、自らの身の安全を確保します。 

第１４ 施設・設備の点検及び緊急措置 

市及び防災関係機関は、地震の発生に備え、管理する施設、設備について点検を実施し、

必要に応じ緊急の措置を講じます。 

第１５ 警備対策 

１ 警察が実施する対策の基本方針 
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警察は、東海地震注意情報及び東海地震予知情報の発表に伴う、東海地震の発生に係る

市民の危惧、不安等から発生するおそれのある混乱及び各種の犯罪に対処するため、早期

に警備体制を確立し、警察の総合力を発揮して、迅速かつ的確な警戒宣言発令時対策を実

施することにより、市民の生命、身体及び財産の保護に努め、治安維持に万全を期するも

のとします。 

２ 警備体制の確立 

(1) 警備本部の設置 

警察は、東海地震に関する異常現象の観測により、東海地震注意情報もしくは東海地

震予知情報を受理したときは、直ちに茅ヶ崎警察署に警察署長を本部長とする茅ヶ崎警

察署警戒警備本部を設置し、指揮体制を確立するとともに、警察署警戒警備本部と災害

警戒本部は必要に応じてお互いに要員を派遣し、協力・連携体制を強化します。 

(2) 警備部隊の編成及び運用 

警察は、別に定めるところにより警備部隊の編成を行うほか、事案の規模及び態様に

応じて迅速かつ的確な警備部隊の運用を行います。 

３ 警戒宣言発令時対策 

警察が実施すべき東海地震に関連する情報が発表された時の措置及び警戒宣言発令時対

策については、概ね次に掲げる事項を基準とします。 

(1) 情報の収集・伝達 

東海地震に関連する情報の発表及び警戒宣言が発せられた場合、その内容を迅速かつ

的確に周知するとともに、これに伴う諸般の情勢を収集、把握し、市民の精神的安定と

混乱の防止を図るため次の活動を実施します。 

ア 市が行う東海地震に関連する情報及び警戒宣言の伝達への協力 

イ 各種情報の収集 

ウ 地震災害警戒本部及び関係機関との相互連絡 

(2) 広報 

市民の精神的な安定と混乱を防止するため、次の事項を重点として広報活動を行いま

す。 

ア 東海地震に関連する情報及び警戒宣言に関する正確な情報 

イ 道路交通の状況と交通規制の実施状況 

ウ 自動車運転の自粛と自動車運転手のとるべき措置 

エ 犯罪の予防等のために市民がとるべき行動 

オ 不法事案を防止するための正確な情報 

カ その他混乱防止のために必要かつ正確な情報 

(3) 社会秩序維持 

東海地震に係る危惧及び物資の欠乏、将来の生活に対する不安等に起因する混乱並び

に窃盗犯、粗暴犯、集団不法事案等を防止するため、警察は次の活動により、社会秩序

維持に万全を期するものとします。 

ア 正確な情報の収集及び伝達によるパニックの防止及び流言飛語の防止 

イ 市民の精神的不安を助長する窃盗犯、暴力犯、経済犯等の予防、取締り 

ウ 危険物による犯罪または被害発生防止のための予防、取締り 

エ 避難に伴う混乱等の防止と人命の保護 

オ 避難所、警戒区域、重要施設等の警戒 

カ 自主的な防犯活動等に対する指導 

(4) 施設等の点検及び整備 

警察通信施設、警察庁舎及び道路交通施設等について、発災に備えその機能を保持す

るため、点検及び整備を実施します。 

４ 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）の実施する地震応急対策 

東海地震注意情報、東海地震予知情報が発表されたときまたは警戒宣言が発令されたと

きは、「第５章第１５節第２ 海上における警備・救助対策」における災害応急対策のほか、

次の対策を講じます。 
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(1) 東海地震注意情報、東海地震予知情報及び警戒宣言に関する情報等について、船舶及

び港湾施設関係者等に迅速かつ的確に伝達します。 

(2) 強化地域周辺海域の船舶及び津波による被害が予想される沿岸地域の住民、海水浴客

等に対する警戒宣言その他地震に関する情報の伝達は、船舶、航空機の巡回により周知

します。 

第１６ 道路交通対策 

市は、警戒宣言発令時の交通規制等の情報についてあらかじめ情報提供し、不要不急な

外出等の自粛を要請します。 

警察は、警戒宣言が発令された場合における交通の混乱と交通事故の発生を防止し、市

民の円滑な避難と防災関係機関が警戒宣言発令時対策のために実施する円滑な緊急輸送を

確保するため、次により交通規制等の交通対策を実施します。 

なお、強化地域内の交通規制については、地震防災応急対策の実施状況、道路交通の状

況、交通規制に伴う市民の日常生活への影響等を総合的に判断して、効果的に実施します。 

１ 交通規制措置 

(1) 基本方針 

ア 市内での一般車両の走行は、極力抑制します。 

イ 市内への一般車両の流入は、極力制限します。 

ウ 強化地域外への一般車両の流出は、交通の混乱が生じない限り、原則として制限し

ません。 

エ 緊急輸送道路及びその補完道路については、優先的にその機能の確保を図ります。 

(2) 警戒宣言が発令された場合の交通規制 

警戒宣言が発令された場合は、強化地域における交通の混乱の防止を図り、地震防災

応急対策が円滑に行われるように、一般車両の通行を禁止する区域及び通行を制限する

区域の設定や、緊急輸送道路の確保等、必要な規制を実施します。 

なお、交通規制は、警戒宣言発令後、速やかに実施するものとし、交通規制を実施す

るときは、大震法等に定められた標識等を設置します。ただし、緊急を要し標示等を設

置するいとまがないとき、または設置して行うことが困難であると認めるときは、現場

警察官の指示によりこれを行います。 

２ 運転者のとるべき措置 

(1) 走行中の車両は、次の要領により行動をとります。 

ア 警戒宣言が発令されたことを知ったときは、地震の発生に備えて低速走行に移行す

るとともに、カーラジオ等により継続して地震情報及び交通情報を聴取し、その情報

に応じて行動すること。 

イ 車両を置いて避難するときは、できる限り道路外の場所に移動しておくこと。やむ

を得ず、道路上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切

り、エンジンキーは付けたままとし、窓を閉めドアはロックしないこと。駐車すると

きは、避難する人の通行や地震防災応急対策の実施の妨げにならないような場所に駐

車すること。 

ウ 危険物等を運搬中の車両は、あらかじめ定められている安全対策を速やかにとるこ

と。 

(2) 避難のために車両を使用しないこと。 

第１７ 緊急輸送対策 

１ 緊急輸送の実施 

市及び防災関係機関は、警戒宣言が発令された場合、警戒宣言発令時対策及び地震防災

応急対策の円滑な実施を確保するため、次の要員、物資等の緊急輸送を実施します。 

(1) 警戒宣言発令時対策要員 

(2) 医薬品、医療用資機材 

(3) 飲料水、食料及び生活必需物資等の救援物資 
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(4) 応急復旧資機材 

(5) その他必要と認める人員、物資または資機材 

２ 緊急輸送道路等の確保 

市は、緊急輸送を実施するため、県指定の緊急輸送道路及び市指定の緊急輸送道路を補

完する道路を防災関係機関と協力して確保します。 

緊急輸送道路を補完する道路の確保にあたっては、道路及び沿道の危険度に留意すると

ともに、他の輸送手段についても考慮します。 

３ 緊急輸送車両等の確保 

市が所有する車両のほか、市内陸上運送会社や神奈川県トラック協会湘南支部の協力に

より確保します。さらに不足する場合は、県に対して応援要請及び調達あっ旋を依頼しま

す。 

４ 緊急車両 

(1) 緊急輸送（通行）車両 

緊急輸送（通行）車両は、大震法第２１条第２項に規定する地震防災応急対策の実施

責任者またはその委託を受けた者が使用する車両で、次に掲げる業務に従事する車両と

します。 

ア 東海地震注意情報、東海地震予知情報の伝達及び避難の勧告または指示 

イ 消防、水防その他の応急措置 

ウ 応急の救護を要すると認められる者の救護その他の保護 

エ 施設及び設備の整備並びに点検 

オ 犯罪の予防、交通の規制及び社会秩序の維持 

カ 緊急輸送の確保 

キ 地震災害が発生した場合の飲料水、食料及び生活必需物資等の確保、清掃、防疫そ

の他の保健衛生に関する措置、その他応急措置を実施するために必要な体制の整備 

ク その他地震災害発生の防止または軽減を図るための措置 

(2) 緊急輸送（通行）車両に準ずる車両 

(1)の緊急輸送車両のほか、特に緊急を必要とする次の車両は、緊急輸送車両に準ずる

車両とします。 

ア 道路交通法施行令（昭和３５年政令第２０７号）第１３条に規定する緊急自動車 

イ 道路交通法施行令第１４条の２に規定する道路交通維持作業用自動車 

ウ 医療行政及び感染症防疫のための車両 

エ 報道機関の緊急取材のための車両 

オ その他特に緊急を必要とする次の車両 

(ｱ) 郵便物の集配及び電報配達のための車両 

(ｲ) 緊急機関の現金輸送のための車両 

(ｳ) 新聞の輸送のための車両 

(ｴ) 廃棄物の処理及び清掃のための車両 

(ｵ) 道路交通法施行令第２６条の３に規定する通学、通園バス 

(3) 緊急輸送（通行）車両の確認手続き 

公安委員会が行う緊急輸送（通行）車両の確認は、県警察本部または各警察署もしく

は交通検問所に対して申請を行うものとします。 

緊急輸送（通行）車両を使用する者は、県公安委員会（県警察本部）にあらかじめ必

要事項の届出をし、届出済証の交付を受けるものとします。 

第１８ 鉄道等の公共輸送対策 

１ 鉄道 

(1) 運行方針  

東日本旅客鉄道(株)横浜支社は、警戒宣言発令時に次の方針を原則に対処します。 

なお、警戒宣言発令前までは極力運行を継続します。 

ア 強化地域内への進入を禁止します。 
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イ 強化地域内を運行中の列車は、最寄り駅その他の場所まで安全な速度で運転して停

車、待機等の措置をとります。 

ウ 強化地域外においては、安全を確認のうえ極力運行の継続を確保します。 

エ 警戒宣言が解除された時は、必要により車両、線路、信号装置等の機能確認を行っ

た後、列車の運行を行います。 

(2) 東日本旅客鉄道(株)横浜支社 

ア 列車の運転規制等 

警戒宣言発令時の列車の運転規制、手配は次によります。 

(ｱ) 強化地域内への列車の進入を規制します。 

規制の境界線は、次のとおりです。 

ａ 東海道線藤沢駅 

ｂ 相模線全線 

(ｲ) 強化地域内を運転中の列車は、原則として最寄りの安全な駅その他の場所まで安

全な速度で運転して停止させます。 

イ 旅客に係る措置 

(ｱ) 駅施設内の旅客及び駅に停車した列車内旅客に対し、駅内放送、車内放送、掲示

等により警戒宣言の内容、停止の理由、旅行の中止等を伝達し、係員の指示に従う

よう案内します。 

(ｲ) 駅施設内の旅客及び駅に停車した列車内旅客は、自己の責任において行動を希望

する者を除き、原則として駅施設内または列車内を待機場所とします。 

(ｳ) 列車の停止が長期間となった場合及び危険が見込まれる場合は、指定された避難

所に誘導させ、事後の生活について市警戒本部との調整にあたります。 

(ｴ) 旅客に対しては、食事のあっ旋を行うこととし、あらかじめ指定した駅売店、駅

周辺の食料品店、食堂等の食事供給能力について調査しておき、その供給能力につ

いての協力体制を確立しておくとともに、臨機応変に対処します。 

なお、食事のあっ旋ができない場合を考慮し、その対策をあらかじめ市と協議し

ておきます。 

(ｵ) 旅客等に急病人等が発生した時は、駅周辺の指定医療機関に収容することとし、

その協力体制を確立しておきます。 

また、駅間における列車内旅客に急病人等が発生した場合は、乗客中の医師等に

応急手当を依頼するとともに、市警戒本部に救護要請を行います。 

(ｶ) 駅等においては、応急医薬品を定期的に整備点検するとともに、救護を要する旅

客に対して応急措置が可能な体制を整えておきます。 

ウ 警備対策 

駅施設内及び列車内等の旅客の安全確保、秩序の維持を図るため、混雑の状況等を勘

案のうえ関係社員を適宜配備し、また、必要により警察の応援を求めて盗難等各種犯罪

の防止に努めます。 

２ 路線バス 

(1) 基本方針 

ア 強化地域内においては、警戒宣言発令後の運行を、各社の地震防災応急計画の定め

るところに従い中止します。 

イ 強化地域外においては、次の事項に留意し、それぞれの路線の実情を踏まえた警戒

宣言発令時運行計画の定めるところにより、可能な限り運行を継続します。 

(ｱ) 警戒宣言が発令された時は、減速走行の措置をとります。 

(ｲ) 減速走行及び交通渋滞等によりダイヤが遅延した場合は、その状況に応じて間引

き運行の措置をとります。 

(ｳ) 危険箇所等を通過する路線については、運行中止、折り返し、迂回等事故防止の

ための適切な措置をとります。 

(ｴ) 警戒宣言が発令された翌日以降についても、(ｱ)から(ｳ)を踏まえ、原則的には運行

を継続しますが、交通状況の変化等に応じて運行中止等適切な措置をとります。 
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第１９ 不特定多数が出入りする施設の対策 

１ 警戒宣言発令時の対応 

(1) デパート等の対応 

警戒宣言発令時におけるデパート、スーパーマーケット及び小売店等における営業状

況は、概ね次のとおりとします。 

なお、食品及び日用雑貨等の生活必需物資を取り扱う小規模小売店舗については、食

品について衛生上の確保を図りつつ、地域の需要に応えるためできるだけ営業の継 続

に努めます。 

ア デパート（百貨店協会） 

デパートについては、各デパートにあらかじめ定めた方針により、建物の耐震性が

確保されている場合には営業を継続できるものとします。 

イ スーパーマーケット（チェーンストア協会） 

個々の店舗ごとに継続、閉店を判断するため、同一品目を扱っている店舗でも、継

続する場合と閉店する場合があります。 

また、従業員の確保状況、施設の耐震性によっては、営業を継続することが困難と

なる場合もあります。 

なお、原則としては次のとおりとします。 

(ｱ) 強化地域内については、耐震性を有する等、安全性が確保されている場合には、

営業を継続することができるものとします。 

(ｲ) 強化地域外については、耐震性を有する等、安全性が確保されている場合には、

営業を継続します。 

ウ 小規模小売店（公益社団法人商連かながわ） 

(ｱ) 強化地域内で避難対象地区以外に立地する、食料等の生活必需品等を扱う小規模

小売店で生活型商店街に属するものは、できるだけ営業を継続するよう努めます。 

(ｲ) 強化地域外については、原則として営業を継続します。 

(2) 野球場、映画館等の興行者の対応 

東海地震注意情報及び東海地震予知情報の発表あるいは、警戒宣言が発令された場合

における野球場及び映画館等の興行施設の措置は、概ね次のとおりです。 

ア 東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合、原則として興行を中止

します。 

イ 警戒宣言発令が開催日前または開催日であっても開催前である場合は、原則として

興行を中止します。 

ウ 警戒宣言発令が開催中の場合は、主催者の判断で興行を中止します。 

２ 施設管理者の措置 

不特定多数が出入りする施設の管理者は、警戒宣言が発令された場合、直ちに次の措置

を講じます。 

(1) 情報の収集 

(2) 利用者等への情報伝達 

(3) 避難誘導の確保 

ア 非常出口、避難方向の指示 

イ 顧客の整理、誘導 

ウ 避難場所及び経路の指示 

(4) 施設の点検 

ア 火気使用器具の使用停止 

イ ボイラー等のバルブ閉止、燃料停止の確認 

ウ ボンベ、燃料タンクの固定確認 

エ 消防用設備等の点検、作動確認 

オ 受水槽の確認、給水 

カ 看板、ネオン、舞台装置、照明器具等の転倒、落下防止措置 

キ 非常持出品の準備 
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ク その他必要な措置 

第２０ ライフライン等施設対策 

１ 上水道施設の確保 

水道営業所は、東海地震注意情報が発表された場合、あらかじめ取水量を増加させる等、

需要量の増加に対する給水の確保、継続を図ります。 

また、発災後に備えて、要員の確保、資機材等の事前配備、復旧体制の整備等、応急復

旧措置を講じる体制を確保し、応急措置を実施します。 

市は、市民に対して自ら飲料水の確保を図るよう広報します。 

２ 下水道施設の確保 

市は、地震発生に備えて、被害を最小限におさえるために下水道施設の保守点検並びに

応急復旧のための職員の配備及び資機材の点検、確保を行います。 

３ 電力施設の確保 

東京電力パワーグリッド（株）平塚支社は、警戒宣言が発令された場合においても、必

要な電力を継続して供給する体制を確保するため、非常災害対策支部の設置、応急用資機

材の確保、特別巡視、特別点検、通信網の確保、応急安全措置等、必要な電力を供給する

体制を確保し、応急措置を実施します。 

４ 都市ガス施設の安全等の確保 

東京ガス（株）神奈川西支店は、警戒宣言が発せられた場合においても、ガスの製造、

供給を継続しますが、発災後に備えて、要員・資機材の確保、施設の予防措置、広報の実

施等、応急措置を迅速に講じる体制を確保し、応急措置を実施します。 

５ 電話（通信）の確保 

東日本電信電話（株）神奈川事業部は、警戒宣言が発令された場合、地震防災対策上重

要な電話（通信）の確保を図るため、地震災害警戒本部の設置、応急用資機材の事前配備、

電源の確保、電話（通信）のそ通確保、安否確認に必要な措置等、必要な体制を確保し、

応急措置を実施します。 

なお、これらの措置は、必要に応じて警戒宣言発令前からも実施します。 

第２１ 金融機関の措置 

１ 民間金融機関に係る措置 

関東財務局横浜財務事務所及び日本銀行横浜支店は、県と連携し、警戒宣言発令時にお

ける民間金融機関の業務について、それぞれ所掌事務に応じ次に掲げる措置をとるよう指

導します。 

(1) 強化地域内に本店及び支店等の営業所を置く金融機関の警戒宣言発令時の対応策 

ア 警戒宣言が発せられた場合の措置 

必要に応じ関係行政機関と協議し、強化地域内の金融機関または金融機関団体に対

し、状況に応じ適切な措置を講ずるよう要請します。 

強化地域内の金融機関が窓口営業を必要最小限の業務に限定し、あるいは金融機関

店舗の立地条件、事態の推移等により当該営業を停止せざるを得ない状況となったと

きは、関係行政機関と協議のうえ、これに伴う所要の措置を講じます。 

強化地域内の手形交換所において交換事務を中断し、または取止めざるを得ないと

きは、関係行政機関等と協議のうえ、状況に応じ決済時間変更、決済繰延べ等の措置 

を講ずるよう要請するほか、これに伴う所要の措置を講じます。 

強化地域外においては、関係行政機関と協議のうえ、強化地域内における金融機関

店舗に対する為替の取組および手形の取立の停止等適切な措置を講ずるよう要請しま

す。 

イ 警戒解除宣言が発せられた場合等の措置 

地震災害に関する警戒解除宣言が発せられたときは、関係行政機関と協議の上、金

融機関が可及的すみやかに平常業務を行いうるよう、必要な措置を講じます。 

(2) 強化地域外に営業所を置く金融機関の警戒宣言発令時の対応 
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ア 原則として平常どおり営業を行います。 

イ 強化地域内にある営業所あての内国為替、手形取立等の手形交換、為替業務につい

ては、その取扱いを停止します。 

なお、この旨を店頭に提示し、協力を求めます。 

(3) 営業停止等の取引者への周知 

営業停止等の取引者への周知については、それぞれの金融機関があらかじめ定めた方

法で行います。 

２ 日本郵便株式会社茅ヶ崎郵便局及び株式会社ゆうちょ銀行茅ヶ崎店 

(1) 強化地域内に所在する郵便局の措置 

警戒宣言が発令された場合、郵便局における業務の取扱いを停止します。ただし、市

民の日常生活に極力支障を及ぼさないよう、必要な範囲内で、郵便貯金の払戻しの窓口

取扱い等を行います。 

また、郵便貯金自動預払機等については、可能な限り取扱いを行います。 

なお、警戒宣言が解除された場合または地震発生後の営業については、開店の準備が

整い次第、可及的速やかに再開します。 

(2) 強化地域外に所在する郵便局の措置 

警戒宣言が発令された場合も、強化地域外に所在する郵便局の業務の取扱いは、平常

どおりとします。 

第２２ 企業等の措置 

１ 警戒宣言が発令された場合の企業等の対応 

(1) 防火管理者、保安管理者等を中心に、地震災害を防止しまたは被害を軽減するための

体制を確立します。 

(2) テレビ・ラジオ等から情報を正確に入手し、顧客、従業員等に迅速、正確に伝達しま

す。 

(3) 地震防災応急計画または防火管理上必要な消防計画等に定められた分担に従って、地

震災害を防止しまたは軽減するため、次の措置を講じます。 

ア 火気使用設備等地震発生により出火原因になるものについては、原則として使用を

中止します。 

イ 建物の防火上または避難において重要な施設及び消防用設備等を点検します。 

ウ 薬品類、危険物等の流出、漏えい防止を行います。 

エ 商品、事務機器等の転倒及び窓ガラス等の落下防止を行います。 

(4) 火気使用店舗は原則として営業を自粛します。 

(5) 飲料水、食料及び生活必需物資等を確保します。 

(6) その他必要と思われる措置を講じます。 

２ 企業等の従業員の帰宅措置 

一般の企業等においては、応急保安措置を講じた後は、できるだけ通常の勤務体制をと

ることを原則とします。やむを得ず従業員を帰宅させる場合は、従業員数、最寄りの駅及

び道路交通状況、警戒宣言が発令された時刻等を考慮して、帰宅経路に係る状況を確認し

た上、時差退社をさせます。 

ただし、近距離通勤者にあっては、徒歩または自転車によるものとし、できるだけ交通

機関を利用しないものとします。 

また、自家用車による帰宅は行わないものとします。 

なお、強化地域内では原則として鉄道の運行が中止されるため、遠距離通勤者で帰宅が

困難となる者については企業等において適切な措置を講じます。 
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第１節 総則 

 

第１ 推進計画の目的 

この計画は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１４

年法律第９２号。以下「法」という。）第５条第２項の規定に基づき、南海トラフ地震防災

対策推進地域について、南海トラフ地震に伴い発生する津波からの防護、円滑な避難の確

保及び迅速な救助に関する事項、南海トラフ地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設

等の整備に関する事項等を定め、当該地域における地震防災対策の推進を図ることを目的

とします。 

第２ 推進計画の位置づけ 

この計画は、法第４条に基づき中央防災会議が作成した「南海トラフ地震防災対策推進

基本計画・第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画の基本となるべき事項」を踏まえ、推

進計画に明示すべき事項の網羅を図ったものです。 

 

■ 推進計画の位置づけ 

 

第３ 地域指定 

本市は、法第３条第１項の規定に基づく南海トラフ地震防災対策推進地域及び南海トラ

フ地震津波避難特別強化地域に指定されています。 

県内では、南海トラフ地震防災対策推進地域に２７市町が、南海トラフ地震津波避難特

別強化地域に１３市町が指定されています。 

 

■ 南海トラフ地震防災対策推進地域の指定（出典 内閣府資料） 
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※県内の指定市町：横浜市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、 

逗子市、三浦市、秦野市、厚木市、伊勢原市、海老名市、座間市、南足柄市、葉山町、

寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、

湯河原町（２７市町） 

 

■ 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域の指定（出典 内閣府資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 南海トラフ地震により想定される被害の概要 

中央防災会議防災対策推進検討会議の下に平成２４年４月に設置された「南海トラフ巨

大地震対策検討ワーキンググループ」により平成２４年８月に発表された本市に係る被害

想定及び平成２７年３月に神奈川県が発表した神奈川県地震被害想定調査報告書の南海ト

ラフ巨大地震による本市の主な被害想定については、次のようになっています。 

 

 １ 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループによる被害想定 

 

 

 

 

  

２ 神奈川県地震被害想定調査報告書の南海トラフ巨大地震による被害想定 

「第１章 地震災害対策の計画的な推進 第４節 被害想定」参照 

 

第５ 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱 

本市の地域に係る地震防災に関し、本市の区域内の公共的団体その他防災上重要な施設

の管理者（以下「防災関係機関」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱は、「第１

章 地震災害対策の計画的な推進 第５節 地震災害対策計画の推進主体とその役割」を準用

します。 

 

 

  

最大震度 最大津波高 最短津波到達時間 
浸水面積 

（浸水深３０㎝以上） 

６弱 ５ｍ ２６分 ２０ｈａ 
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第２節 関係者との連携協力の確保 

 

第１ 資機材、人員等の配備手配 

１ 物資等の調達手配 

地震発生後に行う災害応急対策に必要な次の物資、資機材（以下「物資等」という。）

の確保については、「第４章 平常時の対策 第１０節 飲料水、食料及び生活必需物資等の

調達・供給対策」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第９節 飲料水、食料及び生活必需

物資等の調達・供給活動」を準用します。 

２ 人員の配置 

市は、人員に不足が生じる場合は、人員の配備状況を県に報告するとともに、県等に応

援を要請します。 

３ 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 

防災関係機関は、地震が発生した場合において、茅ヶ崎市地域防災計画に定める災害応

急対策及び施設等の応急復旧対策を実施するため、あらかじめ必要な資機材について計画

的に点検、整備、配備等行うこととします。 

なお、機関ごとの具体的な措置内容は、機関ごとに別に定めることとします。 

第２ 他機関に対する応援要請 

地震発生後に行う災害応急対策に必要な次の物資、資機材（以下「物資等」という。）の

確保については、「第４章 平常時の対策 第１０節 飲料水、食料及び生活必需物資等の

調達・供給対策」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第９節 飲料水、食料及び生活

必需物資等の調達・供給活動」を準用します。 

第３ 帰宅困難者への対応 

帰宅困難者への対応については、「第４章 平常時の対策 第７節 帰宅困難者対策」

及び「第５章 災害時の応急対策活動 第７節 帰宅困難者対策」を準用します。 
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第３節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項 

第１ 津波からの防護 

津波からの防護については、「第４章 平常時の対策 第５節 津波対策」及び「第５

章 災害時の応急対策活動 第７節 津波対策」を準用します。 

第２ 津波に関する情報の伝達 

津波に関する情報の伝達については、「第４章 平常時の対策 第２節 災害情報受伝

達体制の充実」、「第４章 平常時の対策 第５節 津波対策」、「第５章 災害時の応

急対策活動 第２節 災害情報の受伝達」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第７節 

津波対策」を準用します。 

第３ 避難指示等の発令 

避難指示等の発令については、「第５章 災害時の応急対策活動 第６節 避難対策」

を準用します。 

第４ 避難対策等 

避難対策については、「第４章 平常時の対策 第６節 避難対策」及び「第５章 災

害時の応急対策活動 第６節 避難対策」を準用します。 

第５ 消防機関等の活動 

津波からの円滑な避難の確保に係る消防機関の活動については、「第５章 災害時の応

急対策活動 第６節 避難対策」を準用します。 

第６ 水道、電気、ガス、通信関係 

津波からの円滑な避難を確保するため、ライフライン被害の軽減及び発災時の二次災害

の発生防止に係る上下水道、電気、ガス、通信関係機関の活動については、「第４章 平

常時の対策 第１４節 ライフライン等の応急復旧対策」及び「第５章 災害時の応急対

策活動 第１３節  ライフライン等の応急復旧活動」を準用します。 

第７ 交通 

１ 道路 

津波襲来のおそれがあるところでの交通規制、避難については、「第５章 災害時の応

急対策活動 第１５節 警備・救助対策」を準用します。 

２ 海上 

津波による危険が予想される地域から安全な海域へ船舶の退避等については、「第５章 

災害時の応急対策活動 第１５節 警備・救助対策」を準用します。 

３ 鉄道 

災害発生時の運行規制その他乗客や駅滞在者等に対する措置については、「第４章 平

常時の対策 第１４節 ライフライン等の応急復旧対策」及び「第５章 災害時の応急対

策活動 第１３節 ライフライン等の応急復旧活動」を準用します。 

第８ 市が自ら管理等を行う施設等に関する対策 

市が自ら管理等を行う施設等に関する対策については、「第５章 災害時の応急対策活

動 第３節 消火、救助・救急活動」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第６節 避

難対策」を準用します。 

第９ 迅速な救助 
消防機関等による被災者の救助・救急活動については、「第４章 災害時の応急対策活

動 第３節 救助・救急、消火活動体制の充実」、「第４章  災害時の応急対策活動 第
１６節 広域応援・受援体制の充実強化」、「第５章 災害時の応急対策活動 第１６節 
広域応援・受援活動」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第３節 消火、救助・救急
活動」を準用します。 



第８章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第４節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 
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第４節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 

  

第１  建築物、構造物等の耐震化・不燃化・耐浪化 

「第３章 災害に強いまちづくり 第３節 建築物などの防災対策」を準用します。 

第２  避難場所の整備 

「第３章 災害に強いまちづくり 第１節 防災空間の確保」を準用します。 

第３ 避難経路の整備 

「第３章 災害に強いまちづくり 第２節 道路・橋りょう・下水道の整備」を準用し

ます。 

第４  土砂災害防止施設 

「第３章 災害に強いまちづくり 第５節 土砂災害警戒区域等の予防対策」を準用し

ます。 

第５  津波防護施設 

「第４章 平常時の対策 第５節 津波対策」を準用します。 

第６  避難誘導及び救助活動のための拠点施設その他の消防用施設 

「第４章 平常時の対策 第３節 救助・救急、消火活動体制の充実」を準用します。 

第７  緊急輸送を確保するために必要な道路、港湾又は漁港の整備 

「第３章 災害に強いまちづくり 第２節 道路・橋りょう・下水道の整備」を準用し

ます。 

第８  通信施設の整備 

「第４章 平常時の対策 第２節 災害情報受伝達体制の充実」を準用します。 

 

 

 

第５節 防災訓練計画 

  

地震防災対策の熟知、関係機関及び地域住民等の自主防災体制との連携体制の強化を目的と

して市及び防災関係機関が実施する防災訓練については、「第２章 災害に強い組織・人づくり 

第５節 防災訓練の実施」を準用します。 

 

 

 

第６節 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 

  

地震防災上必要な教育及び広報については、「第２章 災害に強い組織・人づくり 第１節 

防災知識の普及・啓発」を準用します。 
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